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I．成果の概要  

 

課題名  S-16-1   全体の統括と消費と生産の関連性を強化した政策デザインによる 

温室効果ガス排出規制と資源循環方策 

課題代表者名 平尾 雅彦  （国立大学法人東京大学大学院工学系研究科化学システム専攻教授） 

研究実施期間 平成28年度～令和２年度 

       但し、新型コロナウィルスの影響のため、令和３年５月まで延長 

  

研究経費                                    （千円） 

  契約額 
実績額 

（前事業年度繰越分支出額含む） 

平成28年度 57,613  57,613  

平成29年度 62,223 60,493 

平成30年度 59,112 57,454  

平成31（令和１）年度 62,223 64,104 

令和２年度 62,223 60,662  

令和３年度 1,200 629 

合計額 304,594  300,957  

    

 

本研究のキーワード アジアの持続可能な消費と生産、消費と生産の連携強化、SCPシナリオ、シェア

リングサービス、地域指向製品設計、リマニュファクチャリング、責任ある国際

資源循環、環境配慮行動、ライフサイクル思考 

 

研究体制 

（サブテーマ１）「消費と生産の関連性の強化のための政策デザイン」 

（国立大学法人 東京大学）       （JPMEERF16S11601） 

（サブテーマ２）「地域を指向したものづくりのためのサステナブル・デザイン」 

（国立大学法人 大阪大学）       （JPMEERF16S11602） 

（サブテーマ３）「リマニュファクチャリングを中心とした持続可能性な生産」 

（国立研究開発法人 産業技術総合研究所）（JPMEERF16S11603） 

（サブテーマ４）「効率性と健全性を追求した分散型循環生産シナリオ」 

（学校法人 立命館）          （JPMEERF16S11604） 

 

 

研究協力機関 

国立大学法人 京都大学 

タイ・チュラロンコン大学 

タイ・カセサート大学 

タイ・国立科学技術開発庁 

マレーシア国民大学 

ベトナム科学技術院 

ベトナム社会科学院 
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１．はじめに（研究背景等） 

国連持続可能な開発会議（Rio+20）では、持続可能な開発を達成する上でグリーン経済は重要なツー

ルと認識され、先進国、新興国、開発途上国を問わず持続可能な消費・生産（SCP）パターンへの転換と

定着が不可欠である。この目標のために、「持続可能な消費と生産に関する10年計画枠組み（10YFP）」

が採択され、国連環境計画（UNEP）において、プログラムが策定・実施されている。また、国連では持

続可能な開発目標（SDGs）も合意され、その中でもSCPは目標の一つになっている。SCPは、G7サミット

で議論されている気候変動への対処、資源効率性の向上にも寄与する。 

SCPパターンへの転換を促すために、生産者から消費者までを含む多様なステークホルダーによって

社会全体を変革する施策の提示及び実践は限定的であった。SCPパターンへの転換に資する政策・制度・

技術の多くは、省エネルギー性能向上や再生資源利用などの主に製品やサービス単位での効率性向上と

その普及を目指す生産側に対する効率性アプローチであった。今後は、各国の特性に応じて、いかなる

消費と生産の構造を構築するのかというニーズにも目を向けた施策の検討が求められる。そのためには、

効率性アプローチからのリバウンド効果への対応を念頭に消費側のニーズ自体を転換し、その充足に寄

与する充足性アプローチも求められる。 

 

２．研究開発目的 

消費と生産の関係性の強化という観点から、アジアにおける持続可能なパターンへの転換とその定

着を実現するための政策提案を行う。このために、生産者の関与のあるべき姿、効果、必要な施策に

ついて、設計から製造、製品と資源循環に至るシナリオを作成する。持続可能な生産を誘起しその効

果を最大限に発揮するための有力なステークホルダーである消費者について、ライフサイクル指向向

上と価値観変容に向けた直接的な行動介入シナリオを作成する。 

 テーマ1の研究活動に加え、プロジェクト全体の統括を行い、各テーマの成果をもとに持続可能な

消費と生産パターン定着のための政策の評価と提言を行う。 

 

３．研究目標 

 

全体目標 アジア地域における消費と生産の関連性強化における課題とその課題を解決す

るために必要な方策を示す。このために、設計-生産-循環一貫型のアジアの持

続可能な消費と生産シナリオを提示し、消費および生産それぞれへの介入施策

を提示する。 

 

 

サブテーマ１ 消費と生産の関連性の強化のための政策デザイン 

サブテーマリーダー

/所属機関 

平尾 雅彦 ／ 国立大学法人東京大学  

目標 全サブテーマの成果を統合し、設計-生産-循環一貫型のアジアの持続可能な消

費と生産シナリオを提示する。消費におけるＳＣＰ定着のための環境教材を作

成する。シェアリングなどを例として、消費と生産との連携方策を提示する。

全テーマの成果から消費と生産の関連性強化によるＳＣＰ定着のための政策提

言を取り纏める。 
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サブテーマ２ 地域を指向したものづくりのためのサステナブル・デザイン 

サブテーマリーダー

/所属機関 

小林 英樹  

国立大学法人 大阪大学  

目標 生活者の基本ニーズを充足させるために、地域に特有の制約や要求を製品仕様

に的確に反映する地域指向の製品開発方法論を確立し、地域生活情報と製品分

析情報に基づいた拡張機能構造マップを用いた設計支援システムを構築する。 

 

 

サブテーマ３ リマニュファクチャリングを中心とした持続可能な生産 

サブテーマリーダー

/所属機関 

松本 光崇  

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

目標 アジア地域でのリマニュファクチャリング普及の障害要因を整理し、リマニュ

ファクチャリングを中心としたアジアの持続可能な消費と生産の実現に向けた

普及シミュレータを構築する。 

 

 

サブテーマ４ 効率性と健全性を追求した分散型循環生産シナリオ 

サブテーマリーダー

/所属機関 

山末 英嗣 

学校法人 立命館 

目標 資源循環のための最適なロジスティック構築のため、3Rの様々なライフサイク

ルオプションとその実現に向けた政策・規制緩和等を調査・検討すると共に、

資源消費の定量的評価手法を確立し、アジア地域における「責任ある国際資源

循環」の姿を提示する。 

 

４．研究開発内容 

本テーマでは、図0-1に示すように、分断された消費と生産の関係を、図2のような協働関係にする研

究を行う。生産がより専門的になり、大量生産による効率化を目指すことによって、生産から消費への

流れは一方的なものとなり、消費から生産に向かう流れは、廃棄物処理の概念で分断されている。消費

図0-1 現在の分断した消費と生産の関係 

製品/素材/サービス
* ビジネスと政府による

(最終)消費生産

供給
(B&G*)

循環
( B&G*)

廃棄段階・
ﾘｻｲｸﾙ段階を

考えない
生産

ｻﾌﾟﾗｲｻｲﾄﾞ
偏重の経済、
「作れば売れた」
産業振興第一
生活二の次

生産の専門化
効率化

物質的豊かさ

利便、価格のみを
考えた購入・所有

使用

リサイクル段階を
考えない廃棄

廃棄物処理としての
社会制度
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は、利便と価格での意思決定を行い、生産はその製品の廃棄段階に配慮することは少ない。ここに、サ

ービス化やシェアリングというビジネスモデルによる消費側の非所有による機能利用を取り入れたり、

消費者間の中古品取引で廃棄をしない消費を実現する。廃棄から製品機能価値や資源価値などの価値活

用型の循環を実現する。また、地域社会のニーズに合わせた地域指向設計や個人満足感を充足するカス

タム設計を消費と生産が連携して行うことにより、システムとしての効率性と消費の充足性を同時に満

たす。   

このような検討から、以下のような研究を各サブテーマで実施した。 

4.1 設計-生産-循環一貫型シナリオの作成（サブテーマ1，2，3，4） 

フォアキャスティングとバックキャスティングの考え方を組み合わせるアプローチで、シナリオを開

発した。前者は、現在の経済成長パターンが将来も継続するものとして、現在の製品普及率などの統計

情報と既往の製品普及モデルからBusiness as Usual(BaU)シナリオを作成する。後者は、将来の姿をビ

ジョンとして設定し、専門家ワークショップでシナリオを作成する。持続可能社会シナリオシミュレー

タでシナリオを比較評価する。 

本研究では、2050年を目標年とし、対BaU比で温室効果ガス排出量、資源消費量ともに50％減をターゲ

ットとした。専門家ワークショップは、日本国内およびマレーシアで実施し、ベトナムとマレーシアを

対象としたSCPシナリオを作成した。 

4.2 地域指向の製品開発方法論、および設計支援システム（サブテーマ2） 

設計-生産-循環一貫型シナリオにおける設計の実現手法の開発に位置付けられる。地域の製品特性情

報を得るために、地域情報の調査、具体的には都市と郊外の生活調査、使用製品調査、産業の実態調査、

商業の実態調査、自治体などの調査を実施した上で、製品設計プロセスである（1）問題認識とアイデア

発想、（2）設計案評価の支援システムを構築した。図2-1にその枠組みを示す。拡張機能・構造マップ

（EFSM: Extended function structure map）およびMixed Prototyping（MP）環境を用いた設計支援手

法であり、地域の現地観察や地域のニーズを取り入れていることが特徴である。 

図0-2 本テーマで目指す消費と生産の連携関係 

消費どうしを
つなぐ

(最終)消費製造

供給と消費を
つなぐ

消費と循環を
つなぐ

ｻｰﾋﾞｽ化・非所有

価値活用型の循環**

産業間の
生産と消費を

つなぐ

産業共生

製品/素材/サービス

C2C ｼｪｱﾘﾝｸﾞ
C2C ﾘﾕｰｽ

* ビジネスと政府による
** ﾘﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ、ﾘﾌｧｰﾋﾞｯｼｭ、ﾘﾍﾟｱ、直接ﾘﾕｰｽ（RRRDR)

製造と消費を
つなぐ

ｶｽﾀﾑ化/ﾛｰｶﾙ化
された製品、
ﾌﾟﾛｼｭｰﾏー

供給
(B&G*)

循環
( B&G*)
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Mixed Prototyping環境では、製品評価者はヘッドマウントディスプレイによる仮想環境で設計案の

目視や、生活空間での使い勝手を仮想的に経験することができるため、製品開発者のアイデアと消費者

の充足感を連携させることができる。 

 

この方法論は、図2-4に示すように製品と人間の基本ニーズ充足の関係性を明示化する生活圏アプロ

ーチの概念的枠組に基づくものである。SCP実現のためには個人の限りない欲望ではなく、人々の基本ニ

ーズが満たされるべきであることから、最上位層に基本的なニーズ概念をおき、本研究ではMax-Neefが

定めた9種の普遍的な人間のニーズ（生存、保護、愛情、理解、参加、無為、創造、個性、自由）に着目

した。第2層より下層には対象製品の存在理由やユーザにとっての価値、およびそれがどのような機能、

構造で実現されるかを表した価値グラフを位置付けた。製品と地域住民のニーズ充足を統合した枠組を

提供する点が生活圏アプローチの特徴である。 

4.3 リマニュファクチャリングの可能性と推進策（サブテーマ3） 

設計-生産-循環一貫型シナリオにおける製品レベルでの生産と循環の実現手法の開発に位置付けら

れる。図３．１に示すように、リマニュファクチャリング（以下「リマン」と記す）の可能性と推進を

 
図2-1 地域指向製品開発方法論の枠組 

  

図2-4 生活圏アプローチの枠組み 

人間のニーズ

サティスファイヤ（地域依存）

機能

構造どのように実現?

何が必要?

なぜ必要?

…

製 品 群

…

要求
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検討するために、現状調査と分析、障害要因・成立要因・受容性の分析から、リマン普及シミュレータ

を構築した。 

 

4.４ 効率性と健全性を追求した分散型循環生産シナリオ（サブテーマ4） 

設計-生産-循環一貫型シナリオにおける素材レベルでの生産と循環の実現手法の開発に位置付けら

れる。アジアで使用量の多い素材（鋼材・セメントを中心），小型製品（照明機器・家電製品を中心），

大型製品（自動二輪車，自動車（従来型・次世代自動車）），そして輸送プロセスを対象とし、その資

源依存性を関与物質総量(Total Material Requirement, TMR)を指標として分散型循環生産シナリオを

構築した。 

 

 

図３．１ リマニュファクチャリングの可能性と推進策の研究内容 

図4-1 効率性と健全性を追求した分散型循環生産シナリオ構築 
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4.5 新しい消費形態としてのシェアリングサービスの評価（サブテーマ1、2） 

シェアリングサービスは、製品の所有によらず製品の機能を複数の消費者で共有することで全体とし

ての環境負荷を削減する効果が期待されている。しかし、製品特性やサービス形態による環境負荷の変

化は自明ではない。所有からシェアリングに移行する確率の推定モデル、サービス形態や製品特性の類

型化モデルを構築し、評価を行い、シェアリングサービスのあり方を検討した。シェアリングを選択す

る消費者行動の特徴把握から行動変容プロセスの提案を行った。 

4.6 環境情報の提供と消費者意識（サブテーマ1） 

環境配慮製品の選択を消費者にうながすためにラベルやカタログ、店頭説明などで環境情報の提供が

行われる。日常生活での行動、利用経験、新興国・発展途上国と先進国の違いなどと環境配慮行動の関

係を調査し、実行意図を規定する要因の分析を行った。さらに、消費者の環境行動定着のための環境教

材を作成した。 

4.7 政策デザインのためのアジアの関連法制度・法政策の現状調査（サブテーマ1） 

アジアにおける多くの制定法から構成される物質管理法制度を、物質ライフサイクル全体にわたって

横断的に比較法学的視点から分析し、複数のベストプラクティスを選択してガイダンスの作成を試みた。 

4.8 プロジェクト全体の統合タスクフォースの計画と実施（全テーマ） 

本テーマ１では、サブテーマとしての研究の他に、プロジェクトリーダーの元に統合タスクフォース

を設置し、各テーマリーダーおよび主要な参加研究者によって、各テーマの成果をもとに持続可能な消

費と生産パターン定着のための政策デザインのフレームワークを構築する。この統合タスクフォースの

実施と成果は、プロジェクト全体の成果としてプロジェクト全体の終了報告書に記載したので、本報告

には記載しない。 

 

５．研究成果  

５－１．成果の概要 

5-1.1 設計-生産-循環一貫型シナリオの作成（サブテーマ1，2，3，4） 

ベトナムとマレーシアについてSCPシナリオを作成した。ベトナムについては、まず統計データと製

品普及モデルから家電や自動車の普及のBaUシナリオを作成した。このBaUシナリオに対して「2050年時

点の一人当たり資源・エネルギー消費量を半減させること」を目標としてSCPシナリオを作成した。バ

ックキャスティングによる専門家のアイディア発想を支援するために、ビジョン、キーフレーズ、実現

方策、地域性の4つのレイヤーに分けたロジックツリー（図1-4）を作成し、地域性（例えば、シェアサ

ービスの利用に抵抗がない、新しいもの好き、など）を反映させながら、SCP実現のために有効と思わ

れる様々な方策（例えば、シェアリングの活用、製品の一般化部分のカスタマイズ部分の区別）を列挙

し、SCPシナリオを構築した。このシナリオの妥当性は「持続可能社会シナリオシミュレータ」で検証

図1-4 ベトナムを対象としたSCPシナリオのロジックツリー作成例 

製品のシェア
リング

B:気づけばミニマリスト

KP4: 充足生産
KP1: 消費者
行動の転換

KP2: 循環生産
KP3: 所有によら
ない使い方

ビジョン

キーフレーズ

実現方策
機能と外観の

分離

地域性
(Locality)

「新しいもの好
き」な国民性

シェアサービスの利
用に抵抗がない

AR/VR

一般化とカス
タマイズ
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した。 

5-1.2 地域指向の製品開発方法論、および設計支援システム（サブテーマ2） 

地域情報と製品の機能・構造の関係を明示した拡張機能・構造マップ（EFSM: Extended function 

structure map）とEFSMを操作・表示する設計支援システム、および地域空間情報から再構成した仮想

環境と物理的プロトタイプから成るMixed Prototyping（MP）環境を構築した。この方法論の検証とし

て、ベトナム庶民向けの二層式洗濯機を仮想設計した。ベトナムでは、衣類はまず洗濯桶で手洗いされ

てから洗濯機に投入されるため、洗濯桶を二層式洗濯機の上部に組み合わせるアイデアが設計者から提

案された。この設計案を仮想環境で現地ユーザーに全自動洗濯機と比較して使用感を確認し、図2-14の

主観評価で地域ニーズを満たす設計であると確認された。 

この製品開発方法論によって消費と生産が連携し、地域の消費者のニーズを充足する製品設計を実

現できた。 

5-1.3 リマニュファクチャリングの可能性と推進策（サブテーマ3） 

これまで実態が把握されていなかった東南アジア地域のリマニュファクチャリング（以下リマン）の

状況の調査を行い、その実態を把握するとともに、先進国地域のリマンと、小規模なリペア等を含む新

興国地域のリマンの特徴を抽出し、図3-3に示すように、経済発展とともに変化するリマンの発展パスの

提示を行った。発展パスにおける障害要因としては、1)製品回収の障害、2)制度的な障害(リマン製品の

1 2 3 4 5 6 7
落ち着いた

整った

健康な

心地よい

さわやかな

自由な

慎重な

熟達した

清潔な

繊細な

満足した

楽な

リラックスした

落ち着きのない

乱れた

不健康な

心地の悪い

うんざりした

束縛された

軽率な

ぎこちない

不潔な

がさつな

不満な

つらい

気が張った

全自動洗濯機
ベトナム向け
二槽式洗濯機

図2－14 Semantic Differential（SD）法を用いた地域指向製品の主観評価の結果 

図3-3 経済発展に伴うリマンの一般的な発展のパス 
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越境の障害等)、3)市場の障害、4)技術的な障害をあげた。消費者受容性による障害に焦点を当て、東南

アジア地域の消費者のリマン製品に対する購買意思の分析を実施し、リマン受容の障害要因の抽出し、

解消手段を提案した。 

リマンの普及シミュレータの構築を行い、市場シミュレーション、発展パスのシナリオ検証、普及手

段の効果検証、リマンの省資源効果評価を行った。 

5-1.4 効率性と健全性を追求した分散型循環生産シナリオ（サブテーマ4） 

資源利用に関する指標である関与物質総量(TMR)を算定するための係数データベースを構築し、さら

に算定手法として廃棄物処理を考慮するためのシステム拡張を行った。アジアでは現状で違法な埋め立

て処理が行われており、この影響をTMR算定で考慮可能となった。このTMRによる評価をリチウムイオン

電池や電気自動車に適用し、温室効果ガス排出指標である地球温暖化係数（GWP）の評価と比較した。GWP

減少のための新規技術がTMRの観点からは環境負荷増大となることを明らかにし、図4-6に示すように資

源パラドックス問題があることを示した。 

資源パラドックス問題の解決のために、リマンに代表されるRRRDRのような製品レベルでの循環に加

えて、素材循環のための産業共生の有効性をライフサイクルシミュレーションによる資源ペイバックタ

イムの評価によって示した。 

アジアにおける製品寿命を推定し、将来的な製品廃棄物発生量を推定し、アジアの国別の産業構造（例

えば鉄リサイクルのための電炉設備容量）から国際連携による資源循環の必要性、新技術による分散型

リサイクル拠点の有効性を示した。 

5-1.5 新しい消費形態としてのシェアリングサービスの評価（サブテーマ1、2） 

シェアリングサービスは、所有権、提供者、製品に付加されるサービスの3変数で消費・生産パターン

を体系的に類型化できることを明らかにし、所有権と提供者によって消費・生産パターンを分類すると、

パターンは売り切り式、レンタル・リース式、フリーマーケット式、シェアリング式の4グループに分か

れる。これを体系的に類型化した。図1-8は、書籍の例であり、(a)は類型化を可視化したものであり、

(b)は、消費・生産パターンにおける環境影響評価を同じ図に示している。ここから消費者の移動手段が

大きく結果に影響することが分かった。現在シェアリングエコノミーで取引されている様々な製品の評

価事例について、製品群ごとにシェアリングによる環境負荷・資源消費の増加または減少要因を整理し

た。その結果、負荷の増加要因１件と減少要因４件を抽出し、事例によって考慮されているか、根拠が

示されているかによって評価結果が異なることがわかった。 

コインランドリーを例として、東京とバンコクの消費者のシェアリング選好の要因をアンケート調査

で分析し、洗濯機所有率・洗濯習慣のシェアリングの利用形態と地域間差を考慮して洗濯機シェアへの

行動変容プロセスを提案した。地域によって重視する消費価値が異なり、洗濯機所有への愛着が強い日

本では、洗濯機シェアの経験を増やす必要性を、タイでは地域性を活かした洗濯機シェアの普及による

図4-6 国レベルでの資源パラドックス問題（直接重量とTMRの比較） 
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洗濯行動の効率性を高めることの必要性を示した。 

 

5-1.6 環境情報の提供と消費者意識（サブテーマ1） 

バンコクにおけるライフサイクル思考（LCT）に基づく環境情報の効果の調査・分析を行った。情報提

図1-8(a)製品機能の提供スタイル分類表; (b)書籍の各提供スタイルの環境影響評価結果 

図1-2 詰替製品の購入についてのLCTベースの情報提供 
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供のパターンを変化させて人々の態度や行動に対するLCTの影響を評価し、LCTベースの情報の影響を他

のパターンの情報提供を比較した。LCTベースおよび比較対象となる情報は、(a)廃棄物の分別と、(b)詰

替製品の購入（図1-2に例示）という２つの環境配慮行動の促進を対象として作成した。廃棄物の分別お

よび詰替製品の購入に関するLCTベースの情報は、両方の対象行動に関して有用であった。以上の分析結

果から、持続可能な消費の促進と教育にLCTの概念を利用することの有用性が示唆された。 

東京、ソウル、バンコクにおける環境配慮行動の調査・分析から、発展途上国および先進国の都市に

おける環境配慮行動の実施状況と理由について、異なる傾向が示された。バンコクでは、最も実施され

たのは省エネ分野の行動であったが、ソウルと東京では、廃棄物の分別、省エネ、輸送など、いくつか

の分野の行動が含まれていた（表1-3）。これらの分析から環境配慮行動を実行する場合には単一の強い

理由がある一方で、実行に反対する理由は多様であることが分かった。以上の分析結果から、3都市の文

脈的要因に基づく環境配慮行動の実践に関する差異を考慮する必要性を示した。 

 

5-1.7 政策デザインのためのアジアの関連法制度・法政策の現状調査（サブテーマ1） 

化学物質管理法制度については、先進国として、オーストラリア、カナダ、EU、ニュージーランド、

アメリカの5カ国を分析対象国とし、生産プロセス、消費プロセス、および廃棄プロセスに係る主要な制

定法を比較した。複数のベストプラクティスを選択してガイダンスとして、アジアの先進国としての日

本及び新興国としてのタイの法制度の見直しの必要性を分析し、特にライフサイクルを通した複数法制

度のリンクが十分ではないことが資源循環の障壁となることを指摘した。 

 

５－２．環境政策等への貢献 

＜行政等が既に活用した成果＞ 

・ 2018年7月の国連のSDGsに関するハイレベル政治フォーラム（HLPF）のサイドイベント（インド

ネシア、タイ、日本の３か国で共催）にてS-16とアジア太平洋持続可能な消費と生産円卓会議が

共同発表した政策ブリーフに、本テーマの成果が活用された。 

(a). Top 10 highest scored behaviors by city 

Rank Bangkok Tokyo Seoul 

1 B9 Switch off light T19 Waste separation S19 Waste separation 

2 B8 Switch off A/C T8 Switch off A/C S9 Switch off light 

3 B10 Switch off TV T9 Switch off light S13 Less laundry 

4 B35 Eco appliances T42 Cycling/walking S43 Use public transport 

5 B1 Fridge door T13 Less laundry S23 Donate old clothes 

6 B13 Less laundry T43 Use public transport S12 Switch off monitor 

7 B14 Less detergent T24 Sufficient cooking S4 Fridge food cooling 

8 B4 Fridge food cooling T32 Refill products S33 My bag 

9 B48 Car idling T25 Eco cooking S10 Switch off TV 

10 B32 Refill products T4 Fridge food cooling S22 Double-sided paper use 

Note: Rank 1 indicates the behavior with the highest average score in each city. The behavior that ranks in all 3 cities is indicated in bold. T  
behavior that ranks in 2 cities is underlined. B=Bangkok, T=Tokyo, and S=Seoul. 

 

表1-3 都市ごとの環境配慮行動の実践頻度の上位10行動 
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・ 2017年2月にブリュッセルで開催されたG7 meeting on Resource Efficiency の会議に、サブテ

ーマ代表の松本が出席し、ステークホルダーのパネル会議に登壇する機会を持った。パネル会議

ではリマンの推進の重要性、リマンの社会的認知の向上の重要性、途上国のリマンとの協力の重

要性等について発言し、パネル参加者とともに議論を行った。 

参考：

https://ec.europa.eu/environment/international_issues/pdf/8_9_february_2017/G7_meeting

_on_resource_efficiency_final_report.pdf 

 

＜行政等が活用することが見込まれる成果＞ 

・ 地域指向製品設計は、現在のプロトタイプの支援環境がシステムとして実用となれば、民間企業

においても製品設計に活用することができる。また、産業政策として活用することも見込まれる。 

・ 欧州の資源循環政策において、リマニュファクチャリングは製品レベルでの循環を促す主要な手

法として認知されつつあり、日本を含むアジアにおいてもリマンを含むRRRDRの推進政策の策定が

進むと考えられる。本テーマでの成果は、先進国にも途上国にも課題があることを示しており、

提示した普及促進施策が活用されると見込まれる。 

・ 産業構造や経済発展段階が異なるアジアにおいては、国際資源循環が求められる。使用済み製品

の越境流通に関わる政策立案に活用されることが見込まれる。 

・ シェアリングサービスは、すでにコミュニティに根付いているサービスに加え、デジタル技術の

発展による新たなビジネスモデルとしても注目されており、本テーマで提示した評価モデルや消

費者普及への課題とその促進策は、ビジネス立案者および産業政策立案者による活用が見込まれ

る。 

・ 消費者を対象とした政策において、教育での意識醸成は主要な課題である。地球環境問題あるい

は持続可能性にかかわる教育政策の検討に活用が見込まれる。本テーマで提案したライフサイク

ル思考教育のためのゲームは、教育現場での活用が見込まれる。 

 

５－３．研究目標の達成状況 

アジア地域における消費と生産の関連性強化における課題とその課題を解決するために必要な方

策として、まず設計-生産-循環一貫型シナリオを示した上で、以下のような成果を得た。 

このような総括から、本テーマは目標を十分に達成できたと考えている。 

（1） 地域指向の製品開発方法論を開発し、設計者が利用可能な設計支援システムを作成した。こ

の方法論では、地域の消費者と製品設計者が連携して製品開発を行うことができる。 

（2） リマニュファクチャリングの可能性と推進策を示した。リマニュファクチャリング製品の消

費者の受容性から社会経済システムまでを含めた分析によって、その推進政策を提案した。 

（3） 効率性と健全性を追求した分散型循環生産シナリオを提示し、国際資源循環に向けた課題を

明らかにし、その解決のための施策を提案した。 

（4） シェアリングサービスの類型化を行い、その評価方法を開発した。シェアリングサービス普

及に向けた消費者への介入施策を示した。 

（5） これらの研究遂行においては、現地調査によるファクト情報の蓄積に務め、それに基づいた

現実に即した施策提示を行った。 

（6） 関与物質総量算定のためのツールとデータベース、地域指向製品設計ツール、シナリオ分析

のためのシミュレータ、ライフサイクル思考獲得のためのボードゲームなどを開発し、研究
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成果を研究者や技術者、政策立案者、教育者が利用可能な形とした。 

（7） タイやマレーシアを中心に、アジアのSCP研究者や研究機関との連携によって研究を推進し

た。共同執筆の論文も発表し、連携が強固なものとなった。 

（8） 全サブグループ参加によるワークショップなどにより、テーマ内の連携に務めた。 

（9） 若手研究者・学生の参画を促し、当該分野の研究者育成に努めた。 
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６－２．知的財産権 

No. 特許等の名称 出願番号 

（出願日） 

出願人 発明者 

１ リチウムイオンバッテリーからの

コバルト回収に関する技術開発 

特願2020-163029 学校法人立命館大学 山末英嗣 

中村亮介 

光斎翔貴 

 

６－３．その他発表件数 

査読付き論文に準ずる成果発表 0件 

その他誌上発表（査読なし） 12件 

口頭発表（学会等） 149件 

「国民との科学・技術対話」の実施 26件 

マスコミ等への公表・報道等 0件 

本研究に関連する受賞 4件 

 

７．国際共同研究等の状況 

 マレーシア国民大学・Institute for Environment and Development (LESTARI)のAhmad Fariz 

Mohamed准教授と連携して、2050年マレーシアにおけるSCPのビジョンを作成した。研究期間中、

合計4回にわたり対面・オンラインの専門家ワークショップを実施した。SCPのビジョンについて

は欧州の研究者が検討している事例があるものの、本共同研究は新興国の多いアジア地域を対象

とした先駆的な研究に位置づけることができる。 

 タイ・チュラロンコン大学交通研究所のPongsun Bunditsakulchai講師およびカセサート大学の

Saroch Boonsiripant講師と連携して、2030年頃までのタイ・バンコクを対象としたカーシェアリン

グ普及シナリオを作成した。カーシェアリングについては北米や欧州を対象とした既存研究は数多

く存在するが、自家用車保有台数が依然増加傾向にあるアジアの都市を対象とした研究として、先

駆的な成果に位置づけられる。 

 ベトナム科学技術アカデミー（VAST）、「生活者の基本ニーズ充足に関する研究」、Assoc. Prof. 

Dr. Trinh Van Tuyen、環境技術研究所（IET）所長、ベトナム。ベトナム人のサティスファイア情

報の収集と分析について共同研究した。 

 ベトナム社会科学アカデミー（VASS）、「生活者の基本ニーズ充足に関する研究」、Nguyen Dinh 

Chuc、持続可能地域開発研究所（IRSD）所長、ベトナム。ベトナム人のサティスファイア情報の収

集と分析について共同研究した。 

 APRSCP（The Asia Pacific Roundtable on Sustainable Consumption and Production）と共同で、

アジア地域SCP政策案の策定を行っている。APRSCPを通して、アジア各国のSCP専門家との意見交換

を実施した。 

 インドネシア Muhammadiyah University of Magelang (UMM大学)。Dr. Yun Arifatul Fatimahと、

インドネシアのリマニュファクチャリングの調査・分析を行った。 

 UMM大学と 産総研 製造技術研究部門の間で本研究の協力について Letter of Intent (LOI)を締結 

(2016～2021)。共著論文を執筆・発表した。 

 シンガポール Advanced Remanufacturing & Technology Centre (ARTC研究所)。Dr.Shanshan Yang

とシンガポールのリマニュファクチャリングの調査・分析を行った。共著論文を執筆中。 

 マレーシア Universiti Teknologi Malaysia (UTM大学)。Assoc. Prof. Khairur Rijal Jamaludin

とマレーシアのリマニュファクチャリングの調査・分析を行い、共著論文を執筆・発表した。 
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 ベトナム Vietnamese-German University。Dr. Thomas Guidatとベトナムのリマニュファクチャリ

ングの調査・分析を行い、共著論文を執筆中。 

 インドネシア Petra Christian University。Dr. Shu-San Ganとインドネシアのリマニュファクチ

ャリングの調査・分析を行い、共著論文を執筆中。 

 アメリカ California State University Sacramento。Prof. Kenichiro Chinenとリマニュファク

チャリングの受容性分析を行い、共著論文を執筆・発表。 
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研究分担者  
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東京大学大学院工学系研究科博士課程修了、博士（工学）、現在、東京大学大学院工学系研究科教授  

2) 小林 英樹 

東京大学大学院工学系研究科博士課程修了、博士（工学）、現在、大阪大学大学院工学研究科教授 

3) 松本 光崇 

東京工業大学大学院社会理工学研究科博士課程単位取得、学術博士、現在 産業技術総合研究所製造
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4) 山末 英嗣 

東京工業大学理工学研究科博士後期課程修了、博士（工学）、現在、立命館大学理工学部教授 
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Ⅱ．成果の詳細 

Ⅱ－１ 消費と生産の関連性の強化のための政策デザイン 

 

国立大学法人東京大学 

大学院工学系研究科化学システム工学専攻     教授 平尾 雅彦 

大学院工学系研究科 人工物工学研究センター   教授 梅田 靖 

大学院工学系研究科 精密工学専攻       准教授 木下 裕介 

大学院工学系研究科 都市工学専攻       准教授 栗栖 聖 

大学院工学系研究科 都市工学専攻        講師 中谷 隼 

 

＜研究協力者＞ 

大学院工学系研究科 化学システム工学専攻    助教 天沢 逸里 （平成29年度～ 

大学院工学系研究科 化学システム工学専攻 特任研究員 文 多美 

大学院工学系研究科 化学システム工学専攻 特任研究員 河野眞貴子 

大学院工学系研究科 精密工学専攻     客員研究員 小島 道一 

タイ・チュラロンコン大学 交通研究所      講師 Pongsun Bunditsakulchai 

タイ・カセサート大学              講師 Saroch Boonsiripant 

タイ・国立科学技術開発庁金属材料技術研究センター 主任研究員 Jitti Mungkalasiri 

マレーシア国民大学 環境開発研究所 (LESTARI)  准教授 Ahmad Fariz Mohamed 

国立大学法人京都大学 エネルギー科学研究科  准教授 ベンジャミン・マクレラン 

 

［要旨］ 

 アジア地域におけるSCPへの生産者と消費者の関係のあるべき姿、効果、必要な施策について明らかに

することを目指した。まず、生産者の側のあるべき方向を示すために、設計-生産-循環一貫型の持続可

能な消費と生産シナリオの作成方法を開発した。フォアキャスティングを用いるなりゆき(business-as-

usual; BaU)シナリオと、専門家ワークショップによるバックキャスティングシナリオを比較すること

によって、将来ビジョンを達成できるSCPシナリオを作成するアプローチである。開発した手法に基づい

て、サブテーマ2,3,4と協働して東南アジア地域を対象としたSCPシナリオを作成した。 

消費者側のライフスタイル変更や行動変容を促す新しい消費形態として、シェアリングサービスの類

型化を行い、環境影響評価手法を開発した。また、シェアリングサービスの消費者受容性の分析を行っ

た。これらの成果から、シェアリングサービスのあり方や消費者の行動変容を促す施策を提案した。消

費者の行動変容の1つの前提となるライフサイクル思考を理解させるためにボードゲームを開発し、そ

の有効性を確認した。 

資源循環に関連する法制度として、制約となりうる化学物質管理制度と促進となり得るプラスチック

リサイクル制度を複数の国間で比較し、現在の法制度の課題とあるべき制度についての提案をした。 

 

１．研究開発目的 

アジア地域におけるSCPへの生産者と消費者の関係のあるべき姿、効果、必要な施策について明らかに

するために、設計-生産-循環一貫型の持続可能な消費と生産(SCP)シナリオの作成方法を開発する。開発

した手法に基づいて、専門家ワークショップを用いて東南アジア地域を対象としたSCPシナリオを作成

する。持続可能な生産を誘起し、その効果を最大限に発揮するための有力なステークホルダーである消

費者について、ライフスタイル的思考向上と価値観変容に向けた直接的な行動介入シナリオを作成する。 

 

２．研究目標 

全サブテーマの成果を統合し、設計-生産-循環一貫型のアジアの持続可能な消費と生産シナリオを提

示する。消費におけるＳＣＰ定着のための環境教材を作成する。シェアリングなどを例として、消費と

生産との連携方策を提示する。全テーマの成果から消費と生産の関連性強化によるＳＣＰ定着のための
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政策提言を取り纏める。 

 

３．研究開発内容 

１．設計－生産―循環一貫型シナリオの作成 

(1) SCPシナリオ作成手法の開発と事例分析 

設計-生産-循環一貫型のアジアのSCPシナリオを作成するために、本研究では現在から2050年までの

時間軸を想定し、フォアキャスティングとバックキャスティングの考え方を組み合わせるアプローチを

採用した。すなわち、SCPシナリオを以下の2つの段階a)、b)に分けて作成した。 

a) フォアキャスティングを用いたなりゆき(business-as-usual; BaU)シナリオの作成（現在～2030

年までを対象） 

b) バックキャスティングを用いたSCPビジョン・シナリオの作成（現在～2050年までを対象） 

a)のBaUシナリオ作成では、製品普及予測のためにマーケティング科学分野でよく用いられるBassモ
デル１）を活用し、現在から2030年までの耐久消費財（自動車、冷蔵庫、洗濯機など）の普及率を推計し

た。本研究では普及推計のための根拠として、対象地域における現在の耐久消費財の普及率、ならびに、

GDP/capと人口の予測データを文献調査により収集した。なお、データ収集はテーマ1内のサブテーマ(2)、
(3)と連携することで効率化を図った。b)では、専門家ワークショップ（WS）を用いて2050年の将来ビジ

ョンを含めたSCPシナリオを作成および定量評価するための手法を開発した。この手法では、対象地域

の地域性（locality）を反映させたSCPのビジョンを作成するために、WSで出てきた様々なアイディアを

ロジックツリー２）により因果関係に基づいて構造化した。また、作成したSCPシナリオを環境負荷の観

点から定量的に評価するため、ライフサイクルシミュレーション３）の考え方を用いて、対象製品の一生

の流れを動的にシミュレーション可能な「製品循環モデル」を構築した。専門家ワークショップを日本

国内およびマレーシアで実施することによって、ベトナムとマレーシアを対象としたSCPシナリオをそ

れぞれ作成した。さらに、計算機を用いたシナリオ設計支援のために木下ら４）が開発してきた「持続可

能社会シナリオシミュレータ（3Sシミュレータ）」を活用することで、作成・定量化したSCPシナリオを

その根拠情報が明示できるようにグラフ形式で記述した。 

 
２．新しい消費形態としてのシェアリングサービスの評価 

シェアリングは、それによる追加的な環境負荷とリバウンド効果が懸念される一方で、新規製品の生

産の抑制と効果的な使用によって、環境負荷を減少させることが期待されている。 

（１）バンコクを対象としたカーシェアリング普及シナリオの作成 

耐久消費財の中でも相対的に環境負荷への影響が大きな自家用車に着目し、カーシェアリングサービ

ス（カーシェア）による将来環境負荷への低減効果を分析するためのシナリオを作成した。図1のとおり、

基本シナリオ（現状を維持したなりゆきのシナリオ）と対策シナリオ（カーシェア普及のための政策・

施策の実施を想定したシナリオ）の2種類を想定し、その差分によって環境負荷への低減効果を評価し

た。本研究では、将来、個人𝑖𝑖が既存の交通モード（自家用車保有、公共交通利用など）からカーシェア

に移行する確率を推計するために、二項ロジットモデルと呼ばれるモデルを利用した。 

𝑈𝑈𝑖𝑖 = 𝛽𝛽0 + �𝛽𝛽𝑘𝑘 × 𝑋𝑋𝑖𝑖𝑘𝑘
𝑘𝑘

 

𝑃𝑃𝑖𝑖 =
1

1 + 𝑒𝑒−𝑈𝑈𝑖𝑖
 

ここで、𝑈𝑈𝑖𝑖は効用関数、𝑘𝑘は属性、𝛽𝛽0は特定定数、𝛽𝛽𝑘𝑘は属性𝑘𝑘の重み、𝑋𝑋𝑖𝑖𝑘𝑘は個人𝑖𝑖の属性𝑘𝑘の属性値、𝑃𝑃𝑖𝑖は2

つの選択肢が与えられた際の一方の選択肢の選択確率である。このうち、属性𝑘𝑘は、既存研究の文献調査

によってカーシェア選択に影響しうる要因を抽出した。また、𝛽𝛽0、𝛽𝛽𝑘𝑘はバンコク市民を対象としたアン

ケート調査（N=277）により収集した消費者選好データに基づき、最尤法により同定した。 
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図1-1 カーシェアリングによるCO2排出量変化の評価方法 

 

（２）消費・生産パターンの類型化と環境影響評価 

乗用車と書籍の事例分析を通して、耐久消費財の消費・生産パターン分類表を作成した。さらに、開発

した類型表をもちいて、乗用車、書籍、自転車、洗濯機、衣服の多様な消費・生産パターンにおける環

境影響を評価した。これらの消費・生産パターンの環境影響評価結果から、シェアリングによって環境

負荷が低減する条件を製品の特徴と共に整理した。 

（３）シェアリングビジネスの評価と設計手法の開発 

自転車と衣服のシェアリングビジネスを対象に、ビジネスを取り巻く社会システムの評価と設計手法を

開発した。自転車においては、日本のバイクシェアリングの実施・運営主体から得たデータから、環境

配慮型自転車シェアリングシステムの設計に関わる設計変数と評価指標の設定と分析を行ない、利用率

に影響する貸出拠点の地域特性を抽出した。また、衣服を対象とした研究では、衣類の種類による環境

影響の特徴を明らかにするために、衣服ライフサイクルモデルを構築した。さらに、衣服シェアリング

ビジネスが提供する機能を整理し、構築したモデルを用いて複数の機能単位における環境影響を評価し

た。 

 

３．製品の環境情報提供と消費者意識に関する考察 

(1)持続可能な消費行動を促す環境情報の提示方法の提案 

環境配慮製品の購入行動の促進に有効な環境情報の表示仕組みを提案するため、環境情報提示のフレ

ームワークを提案した。そのため、東京に在住の一般消費者を対象にWeb.アンケート（2016年9月5日）

とインタビュー（2017年1月10日～12日）を実施し、製品購入の必要性認識から製品購入に至るまでの意

思決定段階ごとに、環境情報の表示方法と有効な情報源について調べた。 

(2)シェアリングサービスへの消費者の受容 

既往研究ではシェアリングサービスへの消費者の参加意図に影響を与える要因に関する分析が限定

的であり、シェアリングサービスをより効率的に推進するためには、消費者の参加意向に影響を与える

心理的要因を明らかにすることが欠かせない。 

一方、ライフサイクル思考（LCT）の概念が持続可能な消費と製品開発に不可欠であることは、特に近

年、社会的にも認知されつつある。LCTは、先進的な環境分野の取組では広く採用されており、製品のカ

ーボンフットプリントなど、さまざまな形で一般市民への普及が企図されている。しかし、LCTの概念に

対する人々の理解や、人々の環境意識および行動への影響の分析は不足している。 LCTは単なる概念で

はなく、日常の行動に関連している必要があり、初等教育だけでなく高等教育でもLCTを学ぶことが重要

である。 

以上の問題意識のもと、様々な製品のシェアリングサービスの利用を含む環境配慮行動について、その

実施状況を国内外で調査するととともに、その実行意図を規定する要因について分析した。具体的には、

以下の①から③のケースについて研究を実施した。これらの分析から得られた知見を反映して、④LCTに
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基づいた環境行動促進に向けた情報提供について検討した上で、⑤消費におけるSCP定着のための環境

教材を作成した。 

① バンコクにおける環境配慮行動の調査・分析（東京およびソウルとの比較分析） 

アジアにおける新興国・発展途上国と先進国の間の環境配慮行動の差異を調査した。バンコクにおけ

る調査結果から42の環境配慮行動の実践と理由を分析し、過去に実施されたソウルと東京における調

査結果と比較した5)。 

② 様々なシェアリングサービスに対する消費者の動機と障壁の解明（日本とスイスの比較分析） 

様々なシェアリングサービスの差異に焦点を当て、利用経験や将来の利用意図に基づいて消費者間の

違いを調査した。ここでは、日本とスイスの2か国で消費者の動機および障壁を調査した6)。 

③ バンコクにおける自転車および衣服のシェアリングサービスの利用・供給意図の分析 

既往研究では、特定のシェアリングサービスを対象として、参加頻度が異なるグループ間を比較した事

例はなかった。また、多くの研究事例では、サービス供給者の意見を考慮せず、利用者の意見のみが調

査の対象とされてきた。そこで、バンコクを対象地域として、自転車および洋服のシェアリングの取組

を説明する２つのモデルを開発した。ここでは、過去の自転車と衣服のレンタルの経験に基づいて被験

者を２つのグループに分けた。さらに、バンコクにおけるシェアリングサービスの現状に関する重要な

洞察を得るために、サービス供給3社に対して調査を実施した。 

④ バンコクにおけるLCTに基づく環境情報の効果の調査・分析 

情報提供のパターンを変化させて人々の態度や行動に対するLCTの影響を評価し、LCTベースの情報の

影響を他のパターンの情報提供と比較した。LCTベースおよび比較対象となる情報は、(a)廃棄物の分別

と、(b)詰替製品の購入という２つの環境配慮行動の促進を対象として作成された（図１）。これらは、

バンコクおよび周辺地域で実施されたWebベースの調査において被験者に提示された。 

 

 

図1-２ LCTベースの情報提供：(左)廃棄物の分別；(右)詰替製品の購入 

 

⑤ ボードゲーム形式の環境教材の開発と、大学生を対象とした試行 

多くの既往研究によって、アクティブラーニングとゲームが学習の効果を高めることができること

が示唆されている。こうした背景から、LCTを学ぶためのボードゲームを開発し、大学生を対象とした

試行を通じて有効性を検討した。参加者には、ゲーム実施の前後において、習得したLCTの知識とゲー

ムに対する評価のための調査を実施した。 

 

（3）シェアリングに関わる消費者行動の特徴把握と行動変容プロセスの提案 

洗濯機のシェアリングであるコインランドリーの使用（洗濯機シェア）を事例として、洗濯機所有と

洗濯機シェアの洗濯行動と環境影響を比較分析しながら、洗濯機シェアへの行動変容の実現に向けた経

路を提案した。さらに、洗濯機所有・コインランドリー設置現状等洗濯行動に関わる消費特徴の異なる

日本とタイで消費者調査（日本：Web.アンケート(2017年11月28-30日)、タイ：対面アンケート・インタ

ビュー(2018年10月22-24日)、Web.アンケート(2019年12月2日)）を行い、洗濯機シェアを用いた洗濯行

動の現状と利用意向の地域間差を確認した。 
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４. 政策デザインのためのアジアの法政策の現状 

まず、化学物質法制度については、ライフサイクル全体をつなげ、SCP2.0に対応できるようにする必要

があるので、複数先進国の化学物質管理に関連する多くのの法制度を横断的に見渡し、ベストプラクテ

ィスを抽出し、ガイダンスの作成に役立てることとした。さらに、将来におけるICTの利用による化学物

質管理を見越して、その足がかりとして重要な情報伝達制度である、現行のChemSHERPAを例として、課

題や改善点を探すこととした。 

また、ライフサイクルに関する公的制度という観点から、持続可能性評価の可能性を検討するために、

EUの土壌保護枠組み指令案における規制影響評価の実施を分析した。 

Circular Economyの促進のために重要なプラスチックリサイクル制度について、政策と実施を同時に

分析するために、社会科学的な手法（比較法学的手法）を半定量分析と併せて実施することとした。 

アジアにおける多くの制定法から構成される物質管理法制度を、物質ライフサイクル全体にわたって

横断的に比較法学的視点から分析し、複数のベストプラクティスを選択してガイダンスの作成を試みた。

アジアの先進国としての日本及び新興国としてのタイの法制度の改善点を抽出した。 また循環経済の

促進のために重要なプラスチックリサイクル制度について、日本と欧州の比較分析を行い、アジアに適

切なリサイクルシステムの構築にむけた検討を行った。 

 

５．統合タスクフォース 

全テーマの研究成果としての事例、評価モデル、政策提案などを全テーマから収集、整理し、SCP政

策立案における13の機会をまとめ、政策決定者が参照できるマトリクスを構築した。 

 

４．結果及び考察 

１．設計-生産-循環一貫型シナリオの作成 

（１）SCPシナリオ作成手法の開発と事例分析 

a) フォアキャスティングを用いたBaUシナリオの作成 

ベトナムを対象としたBaUシナリオの作成結果の一部を図2に示す。ベトナムの一人当たりGDPは、

2016年から2030年にかけて、1500ドル前後から3500ドル前後へと2.3倍程度増加することが見込まれて

いる。携帯電話とテレビは2016年時点で世帯保有率がほぼ100%に達しているが、その一方で、自動車、

冷蔵庫、テレビ、エアコン、洗濯機等は2030年にかけて急速に普及が進むという予測結果が得られた。

例えば、自動車は2016年の世帯保有率数%から、2030年には40%近くまで上昇する可能性が示された。 
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図1-3 ベトナムを対象としたBaUシナリオの作成結果（一部）7） 

   GDP per Capitaは右軸、それ以外は左軸 

 

b) バックキャスティングを用いたSCPビジョン・シナリオの作成 

本研究では、ベトナムとマレーシアを対象としたSCPシナリオを作成した２）8）。ベトナムを対象とし

た結果について以下に説明する。 

図2の結果に基づいて、サブテーマ1ではSCPシナリオが2050年までに達成すべき環境目標を「2050年

時点の一人当たり資源・エネルギー消費量をBaUシナリオに比べて半減させること」と設定した。合計3

回にわたる専門家ワークショップを通してSCPシナリオを作成した結果を図3、表1に示す。提案手法で

は、バックキャスティングによる専門家のアイディア発想を支援するために、図3のように、ビジョ

ン、キーフレーズ、実現方策、地域性の4つのレイヤーに分けたロジックツリーを作成した。ここで、4

つのキーフレーズ（消費者行動の転換、循環生産、所有によらない使い方、充足生産）は、本研究で専

門家間の議論に基づいて、SCPに向けて生産者と消費者の関係を変革させるためのパターンとして抽出

した。WSでのロジックツリーを用いた議論を通して、ベトナムの地域性（例えば、シェアサービスの利

用に抵抗がない、新しいもの好き、など）を反映させながら、SCP実現のために有効と思われる様々な

方策（例えば、シェアリングの活用、製品の一般化部分のカスタマイズ部分の区別）を列挙することが

できた。結果として、表1のようにSCPシナリオのストーリーを文章形式で作成した。 
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図1-4 ベトナムを対象としたSCPシナリオのロジックツリー作成例２） 

 

表1-1 ベトナムを対象としたSCPシナリオのストーリーライン（一部）２） 

タイトル ストーリーライン 

A: BICS 共生社

会 

B（ビジネス），I（個性），C（コンシューマ），S（シェアリング）が共生している．あ

らゆる製品がシェアリング可能である一方，PIY (Produce it yourself) を行う

Prosumerと呼ばれる人々が出現する． 

B: 気づけばミニ

マリスト 

消費者が物質的にミニマルで快適な生活に自然と移行しており，その手段と

して，シェアリングやAR/VRを用いたジェネラライズ・カスタマイズや，分散型イ

ンフラなどがある． 

C: インフラ改革
2.0 

消費者への情報共有が進み，消費者はスマホアプリなどを通じた情報の見え

る化によって，SCPにつながるライフスタイルのイメージを得つつ，製品やサー

ビスを選ぶことができる．修理・メンテナンスの制度の整備も進んでいる． 
 

本研究で開発した製品循環モデルを用いて、表1のSCPシナリオを定量化した結果の一部を図4に示

す。あらかじめ設定したSCPの目標（2050年の資源・エネルギー消費量半減）を達成するための方策を

専門家による定量化WSで議論し、実現可能と思われる条件を提示することができた。WSでの議論の過

程、根拠情報と定量化結果を3Sシミュレータにより記述した結果を図5に示す。2050年のSCP目標達成の

ために必要な定量化条件（例えば、シェアカーの普及率50%）を、それらの設定根拠とともに明示する

ことで、SCPシナリオの妥当性を検証可能とした点が提案手法の特徴である。以上のように、アジア地

域のSCPシナリオ作成・定量化のための方法を開発し、その妥当性を一定程度検証することができた。 

 

図1-5 SCPシナリオ「BICS共生社会」の定量評価結果9) 

製品のシェア
リング

B:気づけばミニマリスト

KP4: 充足生産
KP1: 消費者
行動の転換

KP2: 循環生産
KP3: 所有によら
ない使い方

ビジョン

キーフレーズ

実現方策
機能と外観の

分離

地域性
(Locality)

「新しいもの好
き」な国民性

シェアサービスの利
用に抵抗がない

AR/VR

一般化とカス
タマイズ

SCPの目標ライン
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図1-6 3SシミュレータによるSCPシナリオの構造化結果9） 

 

２. 新しい消費形態としてのシェアリングサービスの評価 

(1) バンコクを対象としたカーシェアリング普及シナリオの作成 

現在自家用車を保有している、もしくは、将来的に自家用車を購入する可能性があるバンコク市民

を対象として、カーシェア選択に関するアンケート調査（N=277）を実施した。その結果、標本集団

は、現在自家用車を保有しているグループ(88人、32％)と現在自家用車を保有していない（189人、

68％）に大別できることがわかった。各グループに対して、以下の6本のシナリオを提示し、既存の交

通モードもしくはカーシェアのいずれかを選択してもらう実験を実施した。 

 

 シナリオ1:基本シナリオ 

 シナリオ2:カーシェアのランニングコスト28%低減 

 シナリオ3:カーシェアのアクセスタイム50%低減 

 シナリオ4:シナリオ2,3の組み合わせ 

 シナリオ5:自家用車のイニシャルコスト10%増加 

 シナリオ6:シナリオ3,5の組み合わせ 

 

このうち、シナリオ2～6は対策シナリオである。また、シナリオによって変化させる属性として、本研

究ではイニシャルコスト、ランニングコスト、駐車場までのアクセスタイムなどを設定した。 

CO2排出量の観点からシナリオ間の比較結果（上記2つのグループによる結果を合算したもの）を図6に

示す。シナリオ6では、シナリオ1（基本シナリオ）に対してCO2排出量が48.9%低減する可能性が示され

た。シナリオ間の比較より、カーシェア普及の要因として自家用車のイニシャルコストとカーシェア駐

車場へのアクセスタイムが重要であることが明らかとなった。例えば、基本シナリオからCO2排出量を約

20%低減させるには、イニシャルコストを6%増加させ、アクセスタイムを30%低減させる施策が考えられ

る。市民の利便性を損なうことなくカーシェアを普及させるためには、カーシェアと公共交通の適切な

組み合わせ（カーシェアの駐車場を鉄道駅の近くに配置するなど）が特に重要であることが示唆された。 

 

(A) 定量化対象
のシナリオ

(C) BaUシナリ
オの数値情報

(D) 現状、もし

くは過去の数
値情報

(B) シナリ

オの内容
の詳細化

(E) SCPシ
ナリオの
数値情報

(F) シナリオ定量化モデル
および定量化結果

2050年のベトナムの
カーシェア普及率：50%

[関根, 卒業論文, 2020]
バンコクでは2050年に
人口の45%がシェアカー

に移行

参照文献

入力値の設定

2050年のベトナムの

シェアカーの普及率はタ
イと同程度

入力値設定のための仮定
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図1-7 カーシェアリング普及シナリオの比較10） 
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（２）消費・生産パターンの類型化と環境影響評価 

経済活動の様々な特徴をレビューした結果、所有権、提供者、製品に付加されるサービスの3変数で

消費・生産パターンを体系的に類型化できることがわかった。所有権と提供者によって消費・生産パ

ターンを分類すると、パターンは売り切り式、レン

タル・リース式、フリーマーケット式、シェアリン

グ式の4グループに分かれる（図1-8(a))。さらに製

品に付加されるサービスを分類変数に加えることに

より、各グループにおける消費・生産パターンの相

違点を表現できるようになった。 

 書籍の事例を類型表に当てはめた結果を図1-8(a)

に示す。表の空欄および製品に付加されるサービス

に着目することで、ビジネスの実例が存在しない提

供スタイルを抽出し、新たなビジネスモデルを考案

することが可能になった。例えば、中古の電子書籍

を売買するフリーマーケット(例1)や、長期間オンラ

インで人が書籍貸出すプラットフォーム(例2)の構

築が考案できる。 

 書籍の多様な消費・生産パターンにおける環境影

響評価では、消費者の移動手段が大きく結果に影響

することが分かった(図1-8(b))。製品の保管サービ

スを付加し、1冊の書籍を複数人に提供するスタイル

の1つのR-3では、書籍の製造で生じるGHGが読了人数

で配分され、総GHGはSO-1より削減されるが、SH-3の

ように書籍の消費者と提供者がともに自動車移動し

た場合、総GHGは増加する場合がある。このように、

シェアリングでも環境負荷が単独所有に比べて増加

するリスク要因を洗い出すことができた11)。 

 さらに、現在シェアリングエコノミーで取引され

ている様々な製品の評価事例をレビューし、製品群

ごとにシェアリングによる環境負荷・資源消費の増

加または減少要因を整理した。その結果、負荷の増

加要因１件と減少要因４件を抽出し、事例によって考慮されているか、根拠が示されているかによっ

て評価結果が異なることがわかった10)。 

 

（３）シェアリングビジネスの評価と設計手法の開発 

環境配慮型自転車シェアリングシステムを設計するには、利用回数を増やしつつ再配置を最小限に

収めることが環境負荷削減につながる。本研究から、利用回数に影響する地域特性は、鉄道駅近辺と

商業施設近辺、再配置指数に関わる地域特性は、鉄道駅近辺、観光施設、商業施設近辺であることが

統計的有意差で示された。人口密度からは統計的有意差が見られなかった。今回抽出した設計変数・

評価指標の設定と評価指標に影響する地域特性を参考に、分析方法をアジアの他地域に適応すること

により、地域特性を考慮した環境配慮型シェアリングシステムを設計できると考える。 

 構築した衣服ライフサイクルモデルは、製造段階では素材、デザイン、季節といった衣服の特徴を、

使用段階では着用回数や洗濯頻度を入力することで、衣服のライフサイクルにおけるGHG排出量を計

算する。このモデルを活用し、夏と冬のコーディネートにおけるGHG排出量を計算したところ、最大で

冬服は夏服の５倍ほどのGHG排出量となることが分かった。この結果から、冬服は夏服よりもシェアリ

ングによる環境負荷削減に繋がると考察できる。また、本ツールは衣服設計にも活用できるため、消

図1-8(a)製品機能の提供スタイル分類表; 

(b)書籍の各提供スタイルの環境影響評価結

果 
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費者と生産者の連携を定量的に分析することができると期待される。 

 実在する衣服シェアリングビジネスが提供するサービスを調査し、機能をMurdick et al.(1990)13)

のサービスの定義とサービスを受ける対象14)によって分類して表1-2に示す。これらの機能から「様々

な衣服との出会い[着用あたり]」、「保管[m3あたり]」、「月額制[JPYあたり]」の機能単位で所有と

シェアリングにおけるGHG排出量を計算した。その結果、[着用あたり]と[JPYあたり]ではGHG排出量が

減ったものの、[m3あたり]では最大でGHG排出量が1000倍増加することが分かった。この枠組みを用い

て、消費者が認識するサービスの重要度を定量化することで、消費形態の統合評価指標の開発や、政

策立案につながると考える。 

 

表1-2 衣服シェアリングビジネスの機能の分類13)14) 

 提供物 

時間 空間 心理的効用 経済的効用 

対象 物（衣服） 洗濯、修理、廃棄 保管 ― ― 

人（消費

者） 

衣服の入手、コーデ

ィネートの選択 

― 様々な衣服との出会

い 

月額制 

 

３． 製品の環境情報提供と消費者意識に関する考察 

(1) 持続可能な消費行動を促す環境情報の提示方法の提案 

 製品購入時に消費者が参考にする情報源を意思決定段階別にみると、製品購入の必要性を感じる初

期段階では理想的な製品イメージが消費者の意思と関係なく受信されるCMやチラシ、新聞報告が参考

となった。製品検索段階では製品の客観的情報や使用経験に関する感想が受信できる情報源を、製品

決定段階には店舗訪問による製品の実物確認や店員からの説明聴取を用いた。また、消費者に重視さ

れる製品条件について、製品のサイズ・容量といった製品の物理的条件は意思決定の全プロセスにか

けて重視点としてあげられた。具体的に意思決定の初期段階では、購入予算や使用時の費用が重視さ

れるが、意思決定の後期段階に行くほど、一定条件を満たす製品間比較に役立つ製品機能やデザイン

が重視された。さらに、消費者に提供する環境情報の大きさは消費者の製品に対する意識変更に大き

く影響しないことが明らかになった。以上の調査結果も踏まえ、家電製品の購入に至るまでの意思決

定を「必要性認識」「製品検索」「購入製品の絞込み」、また、家電製品の購入意思決定段階別情報

収集の流れを「情報源に触れる」「情報に気付く」「情報を参考にする」に分けて、家電製品購入に

おける環境情報提供のフレームワークを提案した（図1－9）。これらを通して、製品選択に向けた消

費者の意思決定プロセスの中で、情報内容と情報源を考慮した効果的な環境情報の表示方向を提案し

た。 

 

図1-9 消費者の購入意思決定段階と情報収集方法に着目した環境情報表示のフレームワーク 

 

（２）シェアリングサービスへの消費者の受容意識 

① バンコクにおける環境配慮行動の調査・分析（東京およびソウルとの比較分析） 
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調査結果から、発展途上国および先進国の都市における環境配慮行動の実施状況と理由について、

異なる傾向が示された。バンコクでは、最も実施されたのは省エネ分野の行動であったが、ソウルと東

京では、廃棄物の分別、省エネ、輸送など、いくつかの分野の行動が含まれていた（表１-3(a)）。一

方で、環境配慮型の製品の購入が少なかったことなど、３つの都市では実践が少ない行動に類似性が見

られた（表１-3(b)）。実行理由と行動のコレスポンデンス分析によるマッピングでは、環境配慮行動

を実行する理由または反対する理由が都市によって異なることが示された。環境配慮行動を実行する場

合には単一の強い理由がある一方で、実行に反対する理由は多様であることが分かった。以上の分析結

果から、3都市の文脈的要因に基づく環境配慮行動の実践に関する差異と、得られた示唆および将来の

研究に向けた課題を議論した。 

 

② 様々なシェアリングサービスに対する消費者の動機と障壁の解明（日本とスイスの比較分析） 

調査結果から、過去にシェアリングサービスの利用経験のある個人は、今後の利用意向も高いこと

が明らかとなった。経済（価格）面、スペース、品質、安全性の問題など、将来の利用意図がある回答

者は現実的な動機と障壁を持っていたのに対して、将来の利用意図がない回答者には「使いたくない」

「商品がない」といった障壁があり、「新しい人と知り合う」「面白い経験」といった付加的な価値を

得る動機があることも分かった。過去の利用経験を持つ個人は比較的若く、物質主義かつ規範的な傾向

が高く、シェアリングサービスの利用者が活動的かつ積極的な特徴を持っていることが示された。日本

とスイスの比較結果では、サービスの成熟度、つまりサービス開始からの経過時間によって、利用方法

や動機に差異が見られた。さらに、文化的および経済的な違いが、動機や障壁の差異、中古品の使用に

対する受容性レベルの差異の要因となっている可能性が示唆された（図1-10）。以上の分析結果によっ

て、消費者の過去のシェアリングサービスの利用経験が、将来の利用意図や動機および障壁に影響を及

ぼすことが明らかになった。また、日本とスイスの国際比較を通じて、サービスが成熟するにつれて動

機と障壁が変化する可能性があることも示された。 

 

③ 様々なシェアリングサービスに対する消費者の動機と障壁の解明（日本とスイスの比較分析） 
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や動機に差異が見られた。さらに、文化的および経済的な違いが、動機や障壁の差異、中古品の使用に
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表１-3 都市ごとの環境配慮行動の実践頻度の(a)上位10行動と(b)下位10行動 

 

 

 

 

 

 

 

(a). Top 10 highest scored behaviors by city 

Rank Bangkok Tokyo Seoul 

1 B9 Switch off light T19 Waste separation S19 Waste separation 

2 B8 Switch off A/C T8 Switch off A/C S9 Switch off light 

3 B10 Switch off TV T9 Switch off light S13 Less laundry 

4 B35 Eco appliances T42 Cycling/walking S43 Use public transport 

5 B1 Fridge door T13 Less laundry S23 Donate old clothes 

6 B13 Less laundry T43 Use public transport S12 Switch off monitor 

7 B14 Less detergent T24 Sufficient cooking S4 Fridge food cooling 

8 B4 Fridge food cooling T32 Refill products S33 My bag 

9 B48 Car idling T25 Eco cooking S10 Switch off TV 

10 B32 Refill products T4 Fridge food cooling S22 Double-sided paper use 

Note: Rank 1 indicates the behavior with the highest average score in each city. The behavior that ranks in all 3 cities is indicated in bold. T  
behavior that ranks in 2 cities is underlined. B=Bangkok, T=Tokyo, and S=Seoul. 

 

(b) Top 10 lowest scored behaviors by city 

Rank Bangkok Tokyo Seoul 

1 B42 Cycling/walking T30 Reusable containers S1 Fridge door 

2 B19 Waste separation T6 Clean filter S40 Buy organic goods 

3 B27 Kitchen waste 

dehydration 

T11 Unplug S37 Buy recycled goods 

4 B34 Few packages T45 Hybrid cars S3 Fridge overload 

5 B7 Use LED  T37 Buy recycled goods S6 Clean filter 

6 B40 Buy organic goods T23 Donate old clothes S2 Set fridge temperature 

7 B45 Hybrid cars T44 Use stairs S45 Hybrid cars 

8 B33 My bag T40 Buy organic goods S7 Use LED  

9 B37 Buy recycled goods T7 Use LED  S44 Use stairs 

10 B26 Kitchen waste 

composting 

T26 Kitchen waste composting S26 Kitchen waste composti  

Note: Rank 10 indicates behavior with the lowest average score in each city. The behavior that ranks in all 3 cities is indicated in bold. The 

behavior that ranks in 2 cities is underlined. B=Bangkok, T=Tokyo, and S=Seoul. 
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図1-10 他人が使った中古品を使いたくない回答者の割合 

 

④ バンコクにおける自転車および衣服のシェアリングサービスの利用・供給意図の分析 

自転車シェアリングのモデルの出力結果は、サイクリングへの意図が自転車シェアリングの利用意

図の重要な決定要因である可能性があることを示唆した。また、衣類シェアリングのモデルの出力結果

は、コストと利益の感覚が利用意図に影響を与える最も強い要因であることを示した。また、自転車お

よび衣服のシェアリングの双方について、過去の自転車と衣服のレンタルの経験に基づく２つのグルー

プ間で大きな差異が見られた。一方、シェアリングサービスの供給者に対する調査結果からは、バンコ

クにおけるシェアリングサービスの促進に対する障壁の存在が明らかになった。例えば、劣悪な道路状

況がサイクリングや自転車のシェアリングを妨げる可能性がある。また、衣類のシェアリングサービス

で頻繁に洗濯をすると、環境負荷が高まる可能性もある。以上の分析結果から、バンコクにおいて持続

可能かつユーザーフレンドリーなシェアリングサービスを実現するためには、その利用者と供給者の両

方から得られた影響を十分に考慮する必要があることが示された。 

⑤ バンコクにおけるLCTに基づく環境情報の効果の調査・分析 

廃棄物の分別および詰替製品の購入に関するLCTベースの情報は、対象の行動に対する回答者の態度

の改善に大きな影響を及ぼしたものの、いずれの行動の改善にはわずかな影響しか及ぼさなかった。 

詰替製品に関するLCTベースの情報に関する知識のレベルは、廃棄物の分別に関するLCTベースの情報の

知識レベルよりも低かった。比較対象となる情報の提供と比較して、LCTベースの情報は両方の対象行

動に関して有用であった。以上の分析結果から、持続可能な消費の促進と教育にLCTの概念を利用する

ことの有用性が示唆された。 

⑥ ボードゲーム形式の環境教材の開発と、大学生を対象とした試行 

作成したボードゲームには、電源構成、燃料効率、製品の生産に関連するCO2排出量、運用条件と効

率、シェアリング行動、使い捨て製品と耐久消費財といった、持続可能性の鍵となる問題をカバーした
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（図1－11）。調査結果では、参加者（大学生）のLCTの知識が大幅に向上し、ゲームへの参加前のLCT

知識が低いグループで向上幅がより大きくなった。また、参加者は満足度と日常生活への発展性に関し

てゲームを高く評価した。そうした肯定的な評価は、ゲーム前のLCT知識が高いグループについてはLCT

知識の増加と直接的には関係していなかったが、ゲームの満足度は、ゲーム前のLCT知識が低いグルー

プのLCT知識の向上に正の影響を及ぼした。分析結果を受けて、ゲームと学習後の活動を組み合わせる

ことや、行動の価値を示す手段など、改善可能性についても議論した。 

 

 

 

図1-11 環境教材のボードゲームの全体像 

 

（３）シェアリングに関わる消費者行動の特徴把握と行動変容プロセスの提案 

コインランドリーの利用による洗濯機シェアの実施有無によって回答者をPW-only(自家用洗濯機の

み使用者)、CL-only w/o(コインランドリーのみ使用者)、CL-only w/（自家用洗濯機所有しながらコ

インランドリーのみ使用者）、Mix（自家用洗濯機・コインランドリー両方使用者）といった4つのグ

ループに分類し、それぞれの洗濯行動とGHG排出量を推計した(図1-12)。洗濯機所有率がほぼ100%に至

り洗濯機を必須品として認識する傾向の強い東京(日本)では、コインランドリーは自家用洗濯機の付

加機能として用いられることが多いので、コインランドリーを使用するグループ(Mix, CL-only w/, 

CL-only w/o)の洗濯量当たりGHG排出量はPWより高かった。一方、洗濯機普及率が70%のバンコク(タ

イ)では、自家用洗濯機の代替としてコインランドリーを用いることが多いため、コインランドリーを

使用するグループ(CL-only w/, CL-only w/o)の洗濯量当たりGHG排出量はPWに比べて低かった。特に、

Mixは自家用洗濯機と洗濯機シェアを混合使用するので、地域を問わず洗濯量当たりGHG排出量が一番

高かった。この結果から、洗濯機シェアの普及による環境影響は地域別異なることを予想される。ま

た、洗濯機シェアを洗濯機所有の代替ではなく洗濯行動の付加機能として利用することは、地域を問

わず環境負荷に悪影響を及ぼすことを明らかにした15)。さらに、CL-only w/oはPWに比べて洗濯頻度は
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洗濯機の電力分の600Cをもらう

サイコロを振って下の表に従い洗濯方法を決めよう

洗濯機 ｺｲﾝ
ﾗﾝﾄﾞﾘｰ 水 洗剤 乾燥法 さらに

もらうC

１ １ 水道水
100C

規格量
200C

自然乾燥
0C 300C

２ 風呂残湯
0C

規格量
200C

自然乾燥
0C 200C

３ 水道水
100C

規格量の２倍
400C

自然乾燥
0C 500C

４ 温水
400C

規格量の半分
100C

自然乾燥
0C 500C

５ ２・３ 水道水
100C

規格量
200C

機械乾燥
1400C 1700C

４・５ 水道水
100C

規格量の２倍
400C

機械乾燥
1400C 1900C

６ 水道水
100C

規格量の半分
100C

機械乾燥
1400C 1600C

６ 温水
400C

規格量
200C

機械乾燥
1400C 2000C

ｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄ
し
た

100C
返
す

植林した

100C返す

冷房温度を１℃
下げた

空調悪化カードをもらう

空調のつけっ放し

空調使用時のCを
もう１回もらう

暖
房
温
度
を
１
℃

下
げ
た

空
調
改
善
カ
ー
ド
を
も
ら
う

詰
め
替
え
の
洗
剤
を

使
っ
た

サ
イ
コ
ロ
を
振
っ
て
使
用
回
数

を
決
め
よ
う

St
op
！

旅
行
に
行
く

エ
ア
コ
ン
を
切
っ
て
代
わ
り
に

サ
イ
コ
ロ
を
振
る
た
び
に
車
の

走
行
時
排
出
分
の

Cを
も
ら
う

車が大破

サイコロを振って車の買い
替えを決めよう

渋滞
にはまってしまった

自動車の人は
100Cもらう

Stop！
現
地
ま
で
移
動

サ
イ
コ
ロ
を
振
っ
て
現
地
ま
で
の

移
動
手
段
を
決
め
よ
う

決
め
た
ら
右
の
マ
ス
へ
進
む

お
に
ぎ
り
を
１
個

食
べ
た

10Cも
ら
う

ﾎﾟﾃﾄﾁｯﾌﾟｽを１袋
食べた

10Cもらう

Stop！
現
地
で
の
移
動

サ
イ
コ
ロ
を
振
っ
て
現
地
で
の

移
動
手
段
を
決
め
よ
う

次
か
ら
サ
イ
コ
ロ
を
振
る
た
び
こ
の

Cを
も
ら
う

ピザを１枚
食べた

20Cもらう

コ
ー
ヒ
ー
を
飲
ん
だ

水
筒
か
ﾀﾝ
ﾌﾞ
ﾗｰ
を

持
っ
て
い
る
人
は

20
Cも

ら
う

持
っ
て
い
な
い
人
は
プ
ラ
カ
ッ
プ
分

も
含
め
た

35
0C
も
ら
う

お
土
産
を
買
っ
た

ﾏｲ
ﾊﾞ
ｯｸ
ﾞを

持
っ
て
い
る
人
は

20
Cも

ら
う

持
っ
て
い
な
い
人
は

レ
ジ
袋
分
の

70
Cを

も
ら
う

渋滞
にはまって
しまった

自動車の人は
100Cもらう

全員がゴール
し終わるまで

自分の番が来たら
毎回サイコロを振って

出た目に応じて
行動しよう

電
車
が

止
ま
っ
て
し
ま
っ
た

電
車
の
人
は
１
回
休
み

行動 C

１ 車含め持っている物１つを
リサイクルできる

製品を1つ選んで、生産時
排出Cの半分を戻す

２ 車含め持っている物２つを
リサイクルできる

製品を2つ選んで、生産時
排出Cの半分を戻す

３ 何もしない 何も起きない
４ 植林活動に１回参加する 500C戻す
５ 植林活動に２回参加する 1000C戻す
６ ご当地ﾏｲﾊﾞｯｸﾞを

コレクションした
ﾏｲﾊﾞｯｸﾞｶｰﾄﾞをもらい

生産時排出分のCをもらう

お
土
産
を
買
っ
た

ﾏｲﾊﾞｯｸﾞを
持
っ
て
い
る
人
は

20Cも
ら
う

持
っ
て
い
な
い
人
は

レ
ジ
袋
分
の

70Cを
も
ら
う

Stop！
ゴ
ー
ル
ま
で
移
動

サ
イ
コ
ロ
を
振
っ
て
ゴ
ー
ル
ま
で
の

移
動
手
段
を
決
め
よ
う

電
気
自
動
車
と

電
車
は

走
行
時
の

Cが
半
分
に
な
る

電
車
が
止
ま
っ
た

!
タ
ク
シ
ー
を
用
い
た

電
車
の
人
は

1000Cも
ら
う

Stop！帰宅
車をとめ、家の中の空調をつける
毎ターン空調の排出するCをもらう

(冷房と暖房を合わせた値)
サイコロを振り出た目で家事を決める

燃費の悪化
自動車の燃費が悪化した

自動車の人は
燃費悪化カードをもらう

水
力
発
電
に
変
換

発
電
方
式
カ
ー
ド
を

水
力
に
変
え
る

次
の
人
か
ら
適
用

洗濯機が壊れた

洗濯機カードを交換する
生産時排出分のCをもらう

洋服を買った

ジャケットカードをもら
い

生産時排出分のCをもらう

１
回
休
み

車
↓
空調

(冷房+暖房)
へ!

空
調

(冷
暖
房

)
↓ 車
へ

!

車↓
こ
の
マ
ス

の
値
へ

!
１
〜
３

４〜６
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低いが、機械乾燥が最も多く行われることから、洗濯機シェアの移行によるGHG排出量の増加可能性を

予測できる。従って、持続可能な消費パターンとしてシェアリングを提案するためには、シェアリン

グによる消費行動と環境影響の地域特徴を考慮する必要がある。また、環境負荷の削減につながる消

費行動のガイドラインの提案も必要である。 

 

図1-12 グループ別、東京とバンコクの一人当たり年間洗濯量とGHG排出量（一人世帯） 

（(a)東京(N=82)、(b)バンコク(N=43)） 

 
(a) 

 
(b) 

図1-13 シェアリングの利用形態と地域性を考慮した洗濯機シェアへの行動変容プロセス 
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（(a) 日本、(b) Thailand） 

次に、洗濯機所有率・洗濯習慣のシェアリングの利用形態と地域間差を考慮して洗濯機シェアへの行

動変容プロセスを提案した（図1-13）。現在利用段階において洗濯機シェアを促すためには、洗濯行

動の手間の軽減・時間の節約(epistemic value)が地域を問わず重視された。しかし、行動移行段階で

洗濯機シェアの行動変容を実現するためには、地域によって重視する消費価値が異なった。洗濯機所

有への愛着が強い日本は、洗濯機シェアの経験を増やして消費生活に密接な関係性を築くこと

(emotional value)が重視される。一方、タイは洗濯機所有の消費パターンの定着にこだわらず、地域

性を活かした洗濯機シェアの普及による洗濯行動の効率性を高める方法があげられる。 

 

４．政策デザインのためのアジアの法政策の現状 

化学物質管理法制度については、アジア以外の先進国として、オーストラリア、カナダ、EU、ニュー

ジーランド、アメリカの5カ国を分析対象国とした。分析対象制度は、生産プロセス、消費プロセス、お

よび廃棄プロセスに係る主要な制定法である。特定の国にとってのベストプラクティスが他国にとって

は必ずしもベストとは限らないため、複数のベストプラクティスを選択した。最後に、当該ガイダンス

をモデルケースとして参照し、アジアの先進国としての日本及び新興国としてのタイの法制度の見直し、

いずれの国においてもライフサイクルを通した複数法制度のリンクが十分ではないことを指摘した。 

化学物質管理のための情報伝達制度の一例である日本のChemSHERPAに関連しては、まずCircular 

Economyと化学物質管理の理論的な関連性を確認することころから開始し、新しいSCP概念にふさわしい

ように、抜け落ちている観点（特に廃棄物の最終処分で管理すべき元素）を追加することを提案した。 

プラスチックリサイクル制度においては、前処理施設の規模に着目した。欧米では大規模施設が多い

が、日本では小規模施設が多いという特徴があった。そのうえで、イギリスの制度と半定量的なデータ

を用いつつ、比較を行った。3重に構成されているプラスチックリサイクルに関連する法制度をより上位

から修正する必要も示唆された。このような巨視的な視点からの分析に基づくシナリオを作成し、再度

定量的な分析を行うことが、改善に資すると思われる。 

 

５．統合タスクフォース  

プロジェクトのテーマリーダーと各テーマの主要メンバーから構成する統合タスクフォースによっ

て、SCP政策を討議した。SCP政策立案における主要な点を12の機会にとりまとめ、2018年度には「S-

16Policy Brief」政策提言として国連HLPFにて発表した。 

また、SCP政策立案のアジアへの展開を視野に、共創型政策立案ワークショップを日本国内で開催。

その後、バンコク、マレーシアにて開催した。また本年度は、取り纏めた移動、就業、購買、家事など

のドメインでのSCPパターンや地域性に基づいて、同様の共創型政策立案ワークショップをオンライン

で実施できるように改良し、実施した。まず日本側メンバーによる討議で原案を作成し、この原案につ

いて、タイ側メンバーを含むワークショップを開催し、その妥当性を確認した。これに加え、新型コロ

ナ感染拡大によって認識された課題を討議し、新たに追加すべき政策の論点を取り纏め、全体を整理し

て新たに13の機会とした。 

並行して、全テーマの研究成果としての事例、評価モデル、政策提案などを全テーマから収集、整

理し、SCP政策立案における13の機会との関連を分析し、政策決定者が参照できるマトリクスを構築し

た。 

これらの統合タスクフォースでの分析や議論の結果、アジア地域における持続可能な消費と生産推

進政策の方向性、消費・生産パターンの転換政策、そしてアジア地域からの変革について、合わせて16

項目の政策提言として取り纏めを行った。今後の持続可能な消費と生産推進政策の対象領域の拡大、そ

のための共創型政策立案の必要性、そして、長期目標の設定とその実現のためのEnvisioning-Based 

Policy Makingの提示が骨子である。 

*詳細はプロジェクト全体の成果報告書を参照 
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５．研究目標の達成状況 

消費・生産パターンの類型化と環境影響評価の結果から、シェアリングによる環境影響増減要因はシ

ェアリングのビジネスモデルで提供されるサービスと、製品の種類、そしてシェアリング利用者の消費

者行動に依存することが分かった。また、コインランドリーの事例から、シェアリング利用者の消費行

動の特徴と環境影響、地域差が明らかになったことから、シェアリングの利用形態と地域性を考慮した

シェアリングへの行動変容プロセスを提案することができた。自転車と衣服のシェアリングビジネスの

影響評価を通して、シェアリングビジネスの評価・設計手法を開発した。最後に、消費者の環境配慮行

動に役立つ環境情報表示のフレームワークを提案できた。以上の成果は、消費・生産パターンの総合的

政策デザインに活用できる。 

本プロジェクトでは複数の製品と数ある事例から調査を遂行したが、汎用性のある手法、そして結果

であるかどうかは、議論の余地がある。地域特性も日本とタイのケースにとどまり、国による消費者像

の違いがどれだけ本プロジェクトの結果に影響しているかは課題として残る。 
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Ⅱ－２ 地域を指向したものづくりのためのサステナブル・デザイン 

 

国立大学法人大阪大学 大学院工学研究科 機械工学専攻      教授 小林 英樹 

学校法人早稲田大学 理工学術院 創造理工学部 経営システム工学科 教授 福重 真一 

＜研究協力者＞ 

国立大学法人大阪大学 グローバルイニシアティブ機構      准教授 住村 欣範 

国立大学法人大阪大学 大学院工学研究科 機械工学専攻      助教 村田 秀則 

［要旨］ 

本研究ではアジア地域を念頭において、地域特性と充足性を考慮した製品開発方法論の確立を目的と

した設計手法および設計支援システムを構築した。地域情報と製品の機能・構造の関係を明示した拡張

機能・構造マップ（EFSM: Extended function structure map）とEFSMを操作・表示する設計支援システ

ム、および地域空間情報から再構成した仮想環境と物理的プロトタイプから成るMixed Prototyping（MP）

環境を構築した。これらを組み合わせて用いる地域指向の製品開発方法論を確立し、その有効性をベト

ナムの事例によって検証した。 

 

１．研究開発目的 

持続可能な消費と生産（SCP）の特徴の一つは、対象地域によってSCPの実現形態が異なることである。

もう一つの特徴は、製品・サービスの効率性だけでなく、物質需要そのものの削減に深く関わる生活者

の充足性にも目を向ける必要があることである。本研究ではアジア地域における製品開発の観点から、

地域特性と充足性を考慮した製品開発方法論の確立を目的とする。 

 

２．研究目標 

生活者の基本ニーズを充足させるために、地域に特有の制約や要求を製品仕様に的確に反映する地域

指向の製品開発方法論を確立し、地域生活情報と製品分析情報に基づいた拡張機能・構造マップを用い

た設計支援システムを構築する。 

 

３．研究開発内容 

３．１ 地域指向の製品開発方法論、および設計支援システム 

方法論開発と並行して、ベトナムを中心とした地域情報の調査、具体的には都市と郊外の生活調査、

使用製品調査、産業の実態調査、商業の実態調査、自治体などの調査を実施した。主な調査先は以下の

通りである。なお、比較検証のために必要な日本国内の地域情報も適宜収集した。 

 2016年、ベトナム（ホーチミン） 

農村部世帯、都市部世帯、家電販売店、廃棄物処理業者、スクラップ処理業者、日系企業

（家電、素材製造）。 

 2016年、タイ（バンコク） 

地域コミュニティ、家電販売店、日系企業（家電、事務機械） 

 2017年、ベトナム（ホーチミン、ハノイ） 

農村部世帯、都市部世帯、家電販売店、VAST 

 2018年、ベトナム（ホーチミン、ハノイ） 

農村部世帯、都市部世帯、家電販売店、ライドシェアリング、コインランドリー、地場企

業（太陽光発電、車いす）、日系企業（バイク）、VAST、VASS 

 2019年、ベトナム（ホーチミン、ハノイ） 
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エコタウン、農村部世帯、都市部世帯、家電販売店、地場企業（プラスチック成型）、日

系企業（トイレ）、VAST、VASS 

 

図2-1に構築した地域指向製品開発方法論の枠組を示す(1)。本方法論は製品の改良設計に適用するこ

とを想定している。製品設計プロセスは、大きく（1）問題認識とアイデア発想、（2）設計案評価、の

2つのプロセスで構成されるが、 本研究ではプロセス(1)および(2)を支援するため、それぞれ拡張機能・

構造マップ（EFSM: Extended function structure map）およびMixed Prototyping（MP）環境を用いた

設計支援手法およびシステムを開発した。これらは単独でも有効だが、組み合わせて用いることによっ

て多様な地域情報を製品設計に有効活用することができる。 

 

  

対象製品が与えられた際に、まず当該製品の分解、機能分析を実施し、機能・構造マップ（FSM: 

Function-structure map）を作成する。FSMに現地観察で収集した地域情報を付加してEFSMを作成する。

EFSMは、自然言語で表現された特徴的な地域情報と機能あるいは部品ノードとの関係を視覚化すること

により、地域の文化的文脈に焦点をあてた問題認識と設計アイデアの発想を支援するツールである（図

2-2）。本研究ではEFSMを作成、可視化する設計支援システムを開発した。 

 

 
 

図2-2 拡張機能・構造マップの概要 
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図2-1 地域指向製品開発方法論の枠組(1)  
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一方、現地観察で収集される地域情報の中には、日常生活空間における住居や他製品との位置関係、

あるいは姿勢などの空間情報も含まれている。こうした空間情報はEFSMで適切に扱うことができないた

め、MP環境で活用することを試みた(2)。図2-3に対象製品が日常生活で使用される生活空間をMP環境で再

現するイメージを示す。このMP環境は、製品の物理的なプロトタイプとその仮想モデルで構成され、評

価者はヘッドマウントディスプレイによる目視観察や、製品使用時の評価者の体の動きや触覚に伴う作

業負荷を体験することができる。現地観察で得られた空間情報をもとに、実空間と同じスケールで作成

された仮想空間に、観測対象領域の典型的な居住空間を再構築する。また、評価者の手足は仮想空間で

再現され、その動きは実空間での評価者の実際の手足の動きを反映している。実空間では、評価者が触

れることができる簡略化された物理的プロトタイプが、仮想空間で作成された製品と同じ位置に配置さ

れる。仮想モデルが物理的プロトタイプにオーバーレイされたMP環境により、評価者は現実に近い動き、

負荷、および触覚を体験可能となる。MP環境で製品を体験した評価ユーザは、Semantic Differential

（SD）法を用いた主観評価を行い、改良設計前後の設計解の評価結果を比較分析する。SD法は、何かに

対する個人の心理的意味を測定する方法で、本研究では対象地域の住民から抽出したサティスファイア

を評価形容詞として用いる。なお、サティスファイアは後述するニーズに基づくワークショップを通じ

て抽出される自然言語で表された一般的且つ抽象的なニーズ充足手段を指す。 

 

 
 

図2-3 ＭＰ環境を用いた評価イメージ 

 

現実世界において製品とユーザは単独に存在するのではなく、それぞれ「地域文化」という文脈の中

に存在する。この文脈の中で製品群と人間の基本ニーズ充足の関係性を明示化する生活圏アプローチの

概念的枠組を提案した（図2-4）(3)。SCP実現のためには個人の限りない欲望ではなく、人々の基本ニー

ズが優先的に満たされるべきであることから、本枠組の最上位層には人間の基本的なニーズ概念を位置

付けた。本研究ではMax-Neefが定めた9種の普遍的な人間のニーズ（生存、保護、愛情、理解、参加、無

為、創造、個性、自由）に着目した。第2層にはMax-Neefのニーズ枠組に従い、ニーズ充足の一般的手段

であるサティスファイア概念を位置付けた。サティスファイアは、対象地域の文化、歴史、気候、政治、

制度などの要因に依存し、その内容は時代と共に変わる性質を持つ。各ニーズを満たすサティスファイ

アは4種の存在形式（あること、所有すること、行うこと、交流すること）によって分類され、9x4=36の

マトリクス要素に整理される。本研究では、地域住民に共通するサティスファイアを、地域性を表す重

要概念とみなした。第2層より下層には対象製品の存在理由やユーザにとっての価値、およびそれがどの

ような機能、構造で実現されるかを表した価値グラフを位置付けた。製品概念が対象地域のサティスフ

ァイアと結合することによって、充足性の観点において製品存在の意義が生じると考えた。このように

製品と地域住民のニーズ充足を統合した枠組を提供する点が生活圏アプローチの特徴である。 
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図2-4 生活圏アプローチの枠組み(3) 

 

生活圏アプローチでは対象地域のサティスファイア情報の獲得が鍵である。そのためのニーズに基づ

くワークショップ法を開発した(4)。なお、2020年度は新型コロナ感染症が蔓延して対面式のワークショ

ップを開催できなくなった。そこで急遽研究計画を修正して、サティスファイア情報の収集に特化した

オンライン・ワークショップ法、および支援システムを開発した(5)。 

生活圏アプローチに基づいて、日常生活で使用される製品群のニーズ充足に対する寄与を定量化する

正味充足度指標を開発した。本指標は、製品がサティスファイアを介して充足性を向上させることと、

製品がニーズ充足の阻害要因（バリア）を介して充足性を低下させることを総合評価することを定式化

したものである。図2-5に正味充足度の概念図を示す(6)。 

 

 
図2-5 正味充足性評価指標の概念図(6) 

 

さらに、生活圏アプローチに基づいて、個別製品の機能・構造とサティスファイアの概念をラダリン

グ法によって接続する手法を提案した(7)。サティスファイアの概念抽象度は高いため、製品概念とサテ

ィスファイアを直接関係づけることは分析者のスキルに依存している。製品とサティスファイアの間に

顧客要求と地域要求概念を定義し、接続関係の詳細化を試みた。なお、地域要求とは地域住民に特有の

要求であり、対象製品には依存しない。 

 

３．２ 自動車シェアリングのライフサイクルシミュレーション手法の開発 

物質需要そのものを削減するポテンシャルを有するシェアリングサービスの設計と普及は、テーマ共

通の課題である。本研究では、ライフサイクルシミュレーション（LCS）を用いて自動車シェアリングと
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電動化を総合した環境負荷を定量化する手法を開発した（8）。 

これまでのLCS手法では製品の新規生産量の設定に二通りの方式、すなわちプッシュ型あるいはプル

型生産方式、のどちらかを適用していた。前者は需要予測に基づく生産計画によって予め定めた台数を

生産する方式で、後者は市場から発注された台数だけ生産することで生産在庫を最小化する方式である。

いずれもユーザがシェアリングサービスを選択することで生じる車個体ごとの生涯走行距離、乗車人数

などの変化とその新規生産台数への反映は課題であった。さらに、自動車の脱炭素化を進める上で電気

自動車への移行を扱うことは必須である。本研究では、製品の使用形態選択と電気自動車への移行を陽

にモデル化したLCS手法を開発した。図2-6に開発した自動車のライフサイクルプロセスモデルを示す(8)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6 シェアリングと電気自動車への移行を考慮したライフサイクルプロセスモデル（8） 

 

４． 結果及び考察 

４．１ 地域指向の製品開発方法論、および設計支援システム 

開発した設計方法論の有効性を検証するためにベトナム庶民向けの二層式洗濯機を仮想設計した。既

にインドネシアやフィリピンなどの同じ市場セグメントでは二層式洗濯機の人気が比較的高い。図2-7

に、洗濯機、洗濯桶、洗面台、シャワー、トイレで構成された、伝統的なベトナム家庭の防水床エリア

を示す。衣類はまず洗濯桶で手洗いされてから洗濯機に投入される。こうした洗濯の習慣はベトナムで

広く普及している。図2-8に戸外で衣類や食器を洗う共通的な桶を示す。 
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図2-7 伝統的なベトナム一般家庭の防水床エリア   図2-8 食器や衣類を手洗いする桶 

 

現地基準製品としてベトナム庶民向けの全自動洗濯機を分解し、FSMを作成した。本製品は高所得国

で販売されている洗濯機と比較すると少数の部品で構成されている。図2-9に分解写真を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-9 分解した現地基準製品 

 

FSMに地域情報、製品情報を付加したEFSMを作成した。図2-10に情報システム上に表示された基準製

品のEFSMを示す。図の左上には「住民は、手洗いしてから洗濯機に入れるのが最善の方法だと考えて

いますが、忙しいので洗濯機のみ使う」「洗濯機は速くて便利ですが、手洗いの方が汚れは落ちやす

い」「手洗いしてから洗濯機で汚れを落とす習慣がある」などの地域情報が記載されている。図の右

下には「弱いトルク」と洗浄モーターの写真が表示されている。 
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EFSMの情報から問題を認識した設計者は、二層式洗濯機の上部に洗濯桶を組み合わせるアイデアを発

想した（図2-11）。これによりユーザは立ったまま洗濯機上で手洗いできる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-11 設計アイデアのポンチ絵 

 

設計案を評価するために、現地観察によって撮影した室内画像をもとにMP環境を構築した（図2-12）。

評価者の手と足は仮想空間で再現され、これらの仮想モデルは、実空間での評価者の実際の手と足にリ

ンクされている。さらに、図2-13に示すように、洗濯機、洗濯槽、水、洗濯物を簡略化した物理的プロ

トタイプを実空間に配置した。 

 

 

 

図2-10 現地基準製品のEFSM 
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図2-12 構築したMP環境（仮想側）        図2-13 物理的プロトタイプ 

 

次に、新旧の洗濯機を同じベトナムのMP環境に設置し、3人のベトナム人ユーザ（男性2人と女性1人）

が物理的プロトタイプを含む仮想バスルームにて洗濯プロセスを体験した。旧型の体験では、床に置い

た洗濯桶による手洗後に全自動洗濯機に衣類を投入した。新型体験では、二層式洗濯機の上部に取り付

けられた洗濯桶を使って手洗い後に、洗濯機に衣類投入した。こうした体験をSD法によって評価した。 

3人の評価者のSD評価平均値を図2-14に示す。平均値4.0を超えることがポジティブな評価であること

を意味する。すべての基準の平均値は、全自動洗濯機で4.8であり、二層式洗濯機で5.0とわずかに高か

った。ただし、「楽な」のスコアは、全自動洗濯機の6.7からツインタブ洗濯機の5.3に低下した。洗濯、

すすぎ、絞りのプロセスを切り替えることと、衣類を洗濯タンクから水力抽出器（つまり、絞りと紡績

タンク）に移す作業が二層式洗濯機の評価点を下げている。一方、二層式は水量や洗浄時間を簡単に調

整できるため「自由な」の点数が上がった。各基準で4.0を下回ったスコアはなかったため、洗濯プロセ

スの変更が充足性に悪影響を及ぼしたとは見なされなかった。いくつかの結果は、さらなる改良設計の

必要を示唆している。例えば、洗濯槽から脱水槽への衣類移動の容易化であるが、詳細なレビューが必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-14 Semantic Differential（SD）法を用いた地域指向製品の主観評価の結果 
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SD法の評価基準として用いたサティスファイアは、事前にベトナムで開催したワークショップにて抽

出した。図2-15にニーズに基づくワークショップの様子を示す。また、本研究で用いた学生、社会人に

共通するサティスファイア（ハノイ在住ベトナム人）を図2-16に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-15 ニーズに基づくワークショップの様子（ハノイ、ベトナム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-16 ベトナム人共通サティスファイア（2018年度） 
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(2)-17に開発したオンライン・ワークショップ支援システムの画面例を示す。Wherebyとmiroという

Webツールをベースに参加者の発話量自動カウント、進捗管理などのファシリテーション支援機能を備

えており、国内のワークショップでその実用性を検証した。今後は、海外対面式ワークショップへの適

用を計る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-17 開発したオンライン・ワークショップ支援システムの画面例(5) 

 

 生活圏アプローチの研究展開として、日本とベトナムを比較した正味充足性評価の結果を示す。統計

データを根拠に、一般家庭に存在し得る製品として各々154品目（日本）、53品目（ベトナム）を設定し

た。2018年度、2019年度のワークショップで抽出したサティスファイア、バリア情報と製品主機能を分

析者が直接的に接続して計算した。図2-18に平均充足度と平均正味充足度の評価結果を示す。ここで充

足度は製品とサティスファイアとの接続のみ考慮した指標、正味充足度は製品とサティスファイア、バ

リア双方の接続を考慮した指標、「平均」とは製品とサティスファイアあるいはバリアの接続度を0から

1の値の一様分布乱数で1,000回試行した平均値を意味する。バリアを考慮することで充足度が大きく低

下することが明らかになった。これは製品の負の影響の大きさを表している。特に日本では製品の負の

側面の影響が大きく、製品数（機能数）の多さが必ずしも充足度向上に線形的に寄与するわけではない

ことが分かった。本研究結果から、今後基本ニーズ充足に対する製品の負の側面も考慮しつつ、アジア

地域での製品普及を進めることが重要と言える。 

 

 

 

図2-18 平均充足度の比較結果 

 

図2-19は日本製炊飯器とベトナム人サティスファイアの接続例である。構造からサティスファイアの

概念接続モデル実装にはSystems Modeling Language (SysML)を用いた。本図は製品の機能、構造と対象

地域のサティスファイアの関係性を分析する基礎情報となっている。この結果では、共通サティスファ

イアの半数近くが炊飯器と関係づけられた。しかし、高々一つの製品が充足に寄与するサティスファイ
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アの数は過剰である可能性を示唆している。結果の詳細分析は今後の課題である。また、ラダリング法

による質問回数を変更することで関係づけられるサティスファイアの数を制御できる可能性があるが、

その妥当性についても今後の課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-19 日本製炊飯器の機能・構造とベトナム人サティスファイアの概念接続例 
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４．２ 自動車シェアリングのライフサイクルシミュレーション手法の開発 

開発したLCS手法を自動車のカーシェアおよびライドシェアサービス普及と電気自動車の普及が同時

に進行していく国内シナリオに適用して検証した(8)。評価期間は2015年から2035年の20年間とした。人

口40万人程度の日本の都市を想定し、評価初年度に使用されている自動車はガソリン自動車20万台で、

シェアリングサービスおよび電気自動車は普及していないものとした。本研究では鉄道やバスなどの公

共交通機関による移動を考慮せず、自動車の総移動需要は一定であると仮定した。 

図2-20に月ごとの関与物質総量（TMR）の時間推移を示す。電気自動車が普及するシナリオ (II、IV-

I、IV-II) ではガソリン車のみのシナリオ（I、III）と比べてTMRは増加している。図2-21に評価期間中

の累積TMRを示す。電気自動車普及によって累積TMRは増加する一方で，シェアリングサービス普及によ

って累積TMRは減少する（シナリオIに対するIII、シナリオIIに対するIV-I、IV-II）。この結果から、

シェアリングサービスの普及は電気自動車普及によるマテリアルフローの増加を抑制することに貢献で

きると考えられる。なお、本研究の意義は、自動車シェアリングと電動化を同時にシナリオ評価できる

手法の開発にあり、検証事例はその計算可能性を示したに過ぎない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-20 月ごとのTMRの時間推移 

 

 
 

図2-21 累積TMRのシナリオ比較 

 

５．研究目標の達成状況 

地域情報と製品の機能・構造の関係を明示したEFSM、それを操作・表示する設計支援システム、およ

び地域空間情報から再構成した仮想環境と物理的プロトタイプから成るMP環境を構築した。これらを用

いた地域指向の製品開発方法論を確立し、その有効性を検証し、当初目標を達成した。研究の過程で、

製品と地域特有のニーズ充足を統合する生活圏アプローチを提案し、ニーズ充足の中核概念であるサテ
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ィスファイアをワークショップによって実際に抽出し、上記方法論における設計案評価における活用方

法を示した。また、個別製品とサティスファイアの概念接続手法、および日常生活で用いる製品群全体

による充足性評価指標についても、地域指向の製品開発に今後寄与し得る成果を得た。 

当初目標になかった自動車シェアリングサービスを対象としたLCS手法の開発についてもテーマ1の

共通研究テーマとして実施し、成果を得た。 
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Ⅱ－３ リマニュファクチャリングを中心とした持続可能性な生産 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所  

製造技術研究部門 積層加工システム研究グループ 研究グループ長 松本 光崇  

安全科学研究部門 IDEAラボ               ラボ長 田原 聖隆 

インダストリアルCPS研究センター        副研究センター長 増井慶次郎 

＜研究協力者＞ 

安全科学研究部門 社会とLCA研究グループ    研究員 Chun Yoon-Young（平成30～令和2年度） 

［要旨］ 

アジア地域のマテリアル資源の消費の増加を抑制していくために、アジア地域でリマニュファクチ

ャリング（リマン）等広義のリユースや製造物の長期使用化を推進していくことが重要である。本研究

ではこれまで実態が把握されていなかった東南アジア地域のリマンの状況の調査を行い、その実態を把

握するとともに、先進国地域のリマンと、小規模なリペア等を含む新興国地域のリマンの特徴を抽出

し、一般に経済発展とともに変化するリマンの発展パスの提示を行った。またその中でリマンの成立・

発展の障害となる要因の抽出と、その解消に必要な課題事項の提示を行った。障害要因としては、1)製

品回収の障害、2)制度的な障害(リマン製品の越境の障害等)、3)市場の障害、4)技術的な障害、が挙げ

られる。また本研究はこの中で「市場の障害」の一つである、消費者がリマン製品を受容しない可能性

による障害に焦点を当て、東南アジア地域の消費者のリマン製品に対する購買意思の分析を実施し、リ

マン受容の障害要因の抽出とその解消手段の検討を行った。手段として特に、リマンに対する消費者認

知の向上、リマンの信頼性の向上支援、リマンの市場環境の整備、ブランディング等が重要である。ま

た本研究ではリマンの普及シミュレータの構築を行い、リマン市場のシミュレーション、リマンの発展

パスのシナリオ検証、リマンの普及手段の効果検証、リマンの省資源効果評価を行った。いくつかの地

域・製品を対象ケースとして、製品ライフサイクルモデル（製品のフロー・ストックのモデル）と、需

要側の購買意思決定モデルの定式化と定量化を行い、シミュレーション環境の構築と、リマンの普及シ

ナリオ評価のシミュレーションを行った。自動車パーツのリマンの普及による省資源効果ポテンシャル

を算定し、自動車が消費するマテリアル資源の約5%の量に相当することが算定された。以上の成果と検

討を踏まえて、アジア地域における適切なリマンの普及とリマンを中心とする持続可能な生産のビジョ

ンを形成し、その実現に向けた推進策の提示を行った。本研究の推進にあたっては、東南アジア地域の

研究者との連携の構築を行い、研究ネットワークの構築を行った。 

 

１．研究開発目的 

経済発展が進むアジア地域では今後資源消費の拡大が進むことは間違いなく、その拡大を緩和する

ために3Rの推進が必要である。3Rの中でも特にリユースに分類されるリマニュファクチャリングの普及

拡大は有用である。製品や部品の長期使用に資するリマニュファクチャリングは、資源消費の拡大抑制

の他、産業の進展、雇用の創出等にも資する可能性が期待されており、欧州の循環経済（サーキュラ

ー・エコノミー）でも一つの柱を成す。アジア地域、特にその中で経済新興国地域でのリマニュファク

チャリングの可能性と推進についての検討が必要であり、本サブテーマではその検討を行った。 

表3.1には東南アジア地域 (ASEAN10国) の基本的な経済関連指標を示す。東南アジア地域は今日、

人口で世界の約8.5%を占めるのに対して、製品の例として自動車を見ると新車販売台数では世界の

3.8%、保有台数では4.5%、また資源消費として鉄の消費量を見ると世界の4.9%であり、いずれも人口の

比率よりも小さく、今後当地域で見込まれる経済発展を鑑みると、当地域の製品の消費とマテリアル資

源の消費が大きく拡大することは間違いない。あらゆる製品、マテリアル資源、エネルギー資源に共通

する。リマニュファクチャリングを一つの要素として、資源消費の拡大を抑制した発展、つまり経済と

資源消費のデカップリングが必要である。本サブテーマではそうした未来を展望するための要因の整理

とビジョン検討を行った。 
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表３．１ 東南アジア諸国と地域（ASEAN10）の今日の経済指標 

 

 

２．研究目標 

アジア地域でのリマニュファクチャリング普及の障害要因を整理し、リマニュファクチャリングを

中心としたアジアの持続可能な消費と生産の実現に向けた普及シミュレータを構築する。 

 

３．研究開発内容 

本研究ではアジア地域の中で特に東南アジア地域に焦点をあててリマニュファクチャリング（以下

「リマン」と記す）の可能性と推進を検討した。またリマンは協議に定義すると（定義は後述）限ら

れた取り組みになるが、リペアや直接リユース、リファービッシュ（後述）等を含めて検討対象とし

た。 

本研究の実施内容項目を図3.1に示す。図中に示す次の項目を計画した。 

1. 現状調査： 本研究は東南アジア地域のリマンの現状を調査することから開始する計画とした。

リマンの現状や市場状況は、米国や欧州では近年明らかになってきているが、世界的にもあまり

実態が把握されておらず、特に新興国地域の状況は把握されていない。現地の研究者との連携も

構築して現状調査を行うこととした。 

2. リマンの現状分析、将来シナリオ： 現状調査に基づき、現状分析とビジョン作成、将来シナリ

オを検討した。将来シナリオ作成については、サブテーマ（１）や他のテーマとも連携して実施

する計画とした。 

3. リマンの障害要因・成立要件の分析： 上項の現状分析を踏まえて、東南アジア地域でリマンが

普及することの障害要因の分析と、リマンが普及すること、成立することの要件分析を行うこと
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とした。本項目は研究目標である「リマン普及の障害要因の整理」に直接対応する。 

4. リマンの受容性の成立要件の分析： リマン普及の障害要因のうち、消費者など需要側のリマン

製品の受容性の欠如は、障害要因の中でも大きな比重を占めると予想される。東南アジア地域に

おける消費者のリマン製品の受容性分析を行い、受容性拡大の成立要件の分析を行う計画とし

た。本項目も「リマン普及の障害要因の整理」に対応するものである。 

5. リマンの普及シミュレーション分析： 上項の受容性の分析に基づき、リマン製品の市場をモデ

ル化し、社会普及のシナリオ評価を行うためのシミュレータ構築を行う計画とした。本項目は研

究目標の「リマン普及シミュレータの構築」に対応する。 

6. リマンの効果シミュレーション分析： リマンの普及の効果推定を行うために、上述のリマン普

及シミュレータに、製品の量や資源消費の量、リマンの省資源効果等のデータを組み入れ、リマ

ンの普及の効果推定を行う計画とした。 

7. リマンの普及推進施策： リマンの現状分析、障害要因整理、普及シナリオ検討を踏まえて、リ

マンの普及推進施策を検討する計画とした。 

8. 研究ネットワークの構築： 本研究を推進するにあたり、また今後のリマンや持続可能な生産に

関わる研究活動を推進していくにあたり、東南アジア地域の研究者との研究ネットワークを構築

することも目標とした。 

 

 
図３．１ サブテーマ３の研究実施内容 

 

 

４．結果及び考察 

 

前節（図 3.1）で示した研究実施内容 8 項目に対して、結果と考察を以下 4-1 節から 4-8 節でそれぞ

れ示す。 

 

４-１．現状調査 

 

４-１-１．リマンの定義と概要、研究の背景 

リマンは、一度使用した製品を、回収して解体、洗浄、検査、修復、再組立て、最終検査して再度

製品に戻すプロセスであり、部品（サブパーツ）レベルでのリユース・長期使用に相当する。製品の修
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理（リペア）やリユースとも類似するが、厳密に区分する場合は、製品を新品と同等以上の機能状態に

することが特徴である 1)。リマンは製品分野によってはリビルトやリコンディション、レトロフィッ

ト、オーバーホール等とも呼ばれる。またリファービッシュは一般にリマンよりも性能が低いもの（新

品同様以上とは限らないもの）に使われることが多い。最終的にはいずれの場合もリサイクルに至る

が、リマンやリユースなどの長期使用は、すぐにリサイクルに回すことに比べて、省エネルギーであ

り、資源効率も高く（省資源）、経済的な付加価値が高い。リマンは低資源消費社会の実現に必須であ

り、また製造業の付加価値向上と競争力強化にも資することが期待される。 

リマンは市場統計等が整備されていないため、市場規模については十分に把握されていない。しか

し 2010 年代以降米国や欧州で調査が進められており、米国では 400 憶ドル強 2)、欧州では 300 憶ユー

ロ弱 3)、いずれも 4 兆円規模の産業と推定されている。対象製品は、米国と欧州ではいずれも航空機分

野が最も大きく、次いで建機・鉱山機械と自動車パーツが多い。その他に医療機器、産業機械、印刷機

械・複写機、IT 製品等でリマンが行われている。コンシューマ製品のリマンの普及は課題であるが、

スマートフォンのリマンなどが近年行われている。 

リマンはその取り組み自体は古くからあるが、世界的に認知されるようになったのは 2010 年代に入

ってからである。欧州では各種のリマンの研究プロジェクトが 2010 年代に入って行われるようになっ

た。G7 サミットの文書で初めてリマンに触れられたのは、2015 年のエルマウ・サミットであった。そ

の中で、新興国地域のリマンや、特に本研究の対象とした東南アジア地域のリマンについては、少なく

とも本研究の提案と開始の時点（2016 年頃時点）では、論文も極めて限られており、学界ではほとん

ど知られていなかった。次項（4-2 節）で示すように、リマンは経済成長とともに発展し普及していく

可能性が現れる。したがって、新興国では現時点でリマンの実施規模が小さいとしても、リマンの現状

を把握し、将来の普及を見越した施策を検討することが重要である。本研究は東南アジア地域のリマン

の状況を、当該地域の研究者と連携して調査し分析することから開始した。 

 

４-１-２．リマンの現地調査とケーススタディ 

調査にあたり、現地のリマン企業の訪問を行った。図 3.2 の左図に訪問を行った企業を示す。また

併せて、現地の連携研究者および調査会社を通じてコンタクトして調査を行った。図 3.2 の右図にそう

した調査の対象企業を示す。訪問またはコンタクトした企業は、主には現地のローカルな企業である

が、日本のメーカーの現地のサービス拠点等も含まれる。対象製品分野は、複写機、自動車パーツ、建

設機械・鉱山機械パーツが多かった（図 3.2）。調査では、それぞれの企業のリマン事業の概要、市場

の状況、事業の推進要因、事業の障害要因等についてヒアリングと意見交換を行った。 

 

 
図３．２ 調査訪問した企業（左）および連携研究者・調査会社を通じて調査した企業（右） 

（左図中の写真はいずれもサブテーマ代表者の撮影のもの） 

 

調査で得た知見の概要を示す。まずリマンの概況について以下の知見を得た 4,5,6)。 

 メーカー（主に域外メーカー）が実施する、高価・高機能な製品のリマンは、例えば鉱山機械の

パーツのリマンは、東南アジア地域のリマンと、先進国地域のリマンとで大きな相違はない。 
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 一方、自動車パーツや建設機械パーツ、複写機、消費者エレクトロニクス製品のリマンは、主に

現地のローカルな企業が実施しており、小規模な事業者も多い。先進国のリマンと比べると、リ

ペア（製品ごとに個別対応）に近く、また労働集約性も高い。 

 製品によってはリマン製品の市場シェアが高い。インドネシアではモノクロ複写機の約 70%がリマ

ン製品（海外から使用済み製品を輸入してリマンした製品）である（2016 年時点のヒアリング調

査より）4)。自動車パーツや建設機械も、地域によっては域外（日本など）から多くの中古品が輸

入され、リユース品やリマン品として使用されている。 

 リマン製品は、国・製品によっては、新製品の代替というよりも、新製品を買えないセグメント

が購入していることが多い。そのため、それらのリマンが厳密な意味で省資源に寄与しているか

は難しいが、少なくとも社会厚生の向上に寄与している。 

 ローカル企業によるリマンは、縮小の傾向にあると見る事業者が多い。特に複写機や建設機械な

どでそうした見解が多かった。縮小するものもあるであろうし、自動車パーツ等では個別対応型

のリマンから工場型のリマンに変わるなど、事業形態が変わっていくものもあると思われる。 

 経済の発展とともにリマンの形態は変わる。人件費上昇等により、供給側も変わり、顧客嗜好の

変化等、需要側も変わる。 

 

調査によりリマンの推進要因と障害要因の知見を得た。リマンの推進要因とリマンのメリットとし

ては以下が挙げられる。 

 リマン製品は新製品よりも安価で生産され提供される。そのため需要サイドにメリットがある。

またリマンの普及の現在の最も大きな推進要因である。新製品より安いために受容されている。 

 リマンを実施する企業にとって収益性がある。リマンが利益になるために、事業者はリマンを実

施し、リマン製品を供給している。 

 先進国の企業が東南アジアにリマンの生産拠点を持っているケースがある。安価で高度な労働力

が得られるためである。安価で高度な労働力はリマンの推進要因である。 

 政府がリマンを後押ししているものもある。例えばマレーシア政府は自動車パーツのリマンを推

奨している。こうした推奨は推進要因になる。 

 

一方、障害要因とデメリットしては以下の点等が挙げられた。 

 リマン製品や、リマン製品の元となる使用済み製品（コアと呼ばれる）について、越境に制限が

かかる場合がある。最も顕著なのは、インドネシアは使用済み製品の輸入に強い制約があり、リ

マンの一つの障害になっている。またインドネシアに限らず、e-waste 問題など廃棄物の越境問題

への懸念から、使用済み製品の越境の制限は強化される傾向にある。さらに、例えばメーカーが

製品の修理やメンテナンスのために、他国の自社拠点に製品を移動させることも以前より難しく

なっている。リマンの障害要因である。なお、上述したインドネシアの複写機のリマンは、モノ

クロの複写機の使用済み製品は特別に輸入可能であるが、カラーの複写機の使用済み製品は、他

の製品と同じく輸入が強く制限されている。 

 リマン製品の品質・信頼性が様々である。特にメーカーでない企業（サードパーティ企業）が供

給するリマン製品は高品質なものから、非常に低品質なものまでがあり、低品質のものは、需要

側のリマン製品に対する信用を落とし、リマン市場全体に悪影響をもたらす。低品質のリマン製

品と、需要サイドのリマン製品に対する不安はリマンの障害要因である。 

 新しい製品の価格が下落しているものもあり、そうした製品領域では、新製品の方がリマン製品

よりも安いということが起こる。複写機などでそうしたケースがあった。新製品の価格低下はリ

マンの障害要因になる。 

 また新製品の性能が向上しているものもリマンは難しい。一例としては、自動車エンジンの排ガ

ス規制が年々強化されているフィリピンでは、エンジンのリマンは、直近の排ガス規制をクリア

できないために難しいという例があった。 
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以上の調査はケーススタディとして学術成果として発表するとともに 4,6)、本研究の以降の分析とモ

デル構築の基礎とした。 

 

４-２．リマンの現状分析、将来シナリオ 

調査を行った東南アジア地域のリマンは、これまでリマンの取り組みとして知られていた日本を含む

先進国地域のリマン、すなわち複写機メーカーによる複写機のリマンや、建機・重機パーツのリマン、

自動車パーツのリマン（リビルド）等と比較して、共通する項目もあれば、異なる点もある。前項で現

地調査のまとめとして記したが、製品のメーカーによる特に高機能で高価格な製品のリマンは、先進国

のリマンと東南アジア地域のリマンの間で大きな相違はなかった。前節と一部に内容の重複もあるが、

東南アジア地域のリマンの特性として、特に先進国地域のリマンと対比したときの特徴として次の点が

挙げられる 4)。 

 リマンに用いる使用済み製品（コア）の回収は、自国内で実施されない場合が多く、先進国地域

から輸入される場合が多い。例えば複写機や建機パーツ、自動車パーツ等のコアは先進国地域か

ら輸入されているものが多い。これ自体は決して悪いことではないが、新興国地域ではしばしば

域内ではコア回収の仕組みを現在は構築しにくいことにも起因している。リサイクル法や廃棄物

法などの法制度を含めた製品回収の体制・インフラが未整備である。 

 リマンの事業者は小規模なものも少なくない。リマンのための技能や技術、設備、ノウハウ、熟

練労働力に不足している場合が少なくない。 

 またリマンというよりも中古販売（ダイレクトリユース）や修理（リペア）に近いものが多い。

リマンとリユース、あるいはリマンとリペアは、先進国でも必ずしも区別が明確ではないが、新

興国地域ではさらに区別が難しくなる。メーカーが自ら実施するリマンを別にすれば、リマン製

品の品質や性能がそれほど高くないためとも言える。 

 関連して、新興国地域のリマンの市場は未だ発展途上であり、低品質なリマン製品が現れる可能

性が低くない。一方、先進国のリマンの市場では企業ブランドや評判が既に一定程度確立されて

おり、低品質な製品を出す事業者は、市場から排除されるというメカニズムが働く。 

 需要サイドも、製品の品質・信頼性よりも、価格の安さに重点を置くことが、先進国よりも多

い。このこともリマン製品の品質・信頼性が必ずしも高くないことの一因である。 

以上より、新興国地域は先進国地域と比較して、資源循環のための法制度と社会インフラ、リマンに

関わる技術、設備、ノウハウが不足していることが少なくない。需要側のニーズも性能・信頼性よりも

価格（低価格）の重点が大きいことが多い。一方で、労働賃金が先進国よりも低いことは有利である。

先進国では経済的に成立しない労働集約的な修理（リペア）も、新興国では成立することがある。また

先進国の製造業はしばしば大量生産・大量廃棄のリニア経済(非循環経済)体制にロックされているのに

対して、新興国のリマンはよりダイナミックに循環経済に移行できる可能性を持つ。 

また先進国と新興国はリマンの需要と供給の双方で相補的な関係を持つ。そのためリマン製品の国際

流通と、リマンの国際サプライチェーンの構築支援は、リマンの推進に大きく寄与する。現在は逆にリ

マンの国際流通には制約があり、その制約はさらに強化される方向にある。この点は 4.3 節と 4.7 節で

再度触れる。越境の制約を緩和していくことが重要である。 

今日の新興国のリマンは、その国の経済の発展とともに変化していく。上述のとおり、今日の先進国

のリマンと新興国のリマンは異なる特性を持ち、今日の先進国のリマンも経済の発展とともに変化して

きた 1,5)。図 3.3 にはリマンの一般的な発展パスを示す 5)。リマンの形態は、経済発展とともに、特に労

働賃金の上昇と需要側の要求の変化（価格重視から性能重視）により変化する。図 3.3 にある二つの発

展シナリオは、一つは現在のリマンが経済発展とともに純正新品に置き換えられていくシナリオである

（シナリオ 1）。このシナリオでは資源消費が増加する。もう一つは、現在のリマンがより生産性の高

いリマンに移行していくシナリオである（シナリオ 2）。サービス化やシェアリングによる低環境負荷
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型の生産・消費の実現に加えて、リマンと製品の長期使用の推進により、資源消費を極小化する生産と

消費の実現が有効である。 

 

 

図３．３ 経済発展に伴うリマンの一般的な発展のパス 5) 

 

４-３．リマンの障害要因・成立要件の分析 

リマンが今後東南アジア地域に普及する上での障害要因、あるいは今後普及していくための要件を、

上述の調査と文献を参照してまとめると、次のとおりである 1)。 

1) 回収の課題(collection barriers)： 一般に使用済み製品の回収は困難でありコストがかかる。

リマンに用いる使用済み製品(コア)と、廃棄物との区別が曖昧である。特に新興国地域では回収

の社会インフラが整備されていないことが多い。 

2) 制度的な課題（regulatory barriers）： リマンのための制度が整備されていない。使用済み製品

(コア)とリマン製品の越境・輸出入に様々な制約がある。コアと廃棄物の区別がないためでもあ

る。リマン製品の定義も不十分である。 

3) 市場の課題（market barriers）： 需要側（顧客・消費者）が品質の不安やイメージの悪さを持

ち、リマンを受容しないことがある。リマン製品の品質を担保するための品質基準や認証制度が

ない。また供給側（メーカーなど）が新製品の販売の減少を恐れてリマンに消極的であることがあ

る。 

4) 技術的な課題（technological barriers）： リマンのコスト低減と品質確保のためには各種技術

課題がある。熟練技能と設備が必要である。また特にサードパーティ企業には研究開発と設備投

資の負担が大きい。 

この中で特に企業や産業界にとっては，回収，技術，市場の課題が重要である。リマンのビジネスの構

築，ビジネスモデルの構築，サプライチェーンの構築，そして技術開発によりリマンを事業として成立

させていく必要がある。一方，政策決定者には，制度と市場の課題が重要であり，次いで回収や技術開

発の課題解消を支援していくことが重要である。学界はそれぞれを支援していくことが期待される。 

リマンの技術的な課題も多くの課題項目がある 7,8)。技術的課題には、プロセス技術課題とシステム

技術課題とがあり、前者はリマンの各プロセスに対応する技術的な課題であり、製品の解体、部品の検

査、洗浄、修復、再組立て、最終検査のそれぞれの技術課題である。またシステム技術課題は横断的な

課題項目であり、リマンのための製品設計 (DfRem: Design for Remanufacturing)、製品ライフサイク

ル設計、生産管理、IoT 利用の課題等である 8)。 
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４-４．リマンの消費者受容性の成立要件の分析 

上項の整理のとおり、市場の障害、その中でも特に需要側がリマンを受け入れないことは、リマンの

大きな障害要因である。本研究でアジア地域の消費者のリマンの受容要因分析を行った。学術的には、

こうした消費者のリマン選好分析は先行する研究が存在したが、2010 年終わりから大きく論文が増加し

ており、本研究はその一つの先駆けとなった。 

マレーシア、タイ、ベトナム、インドネシアの 4 カ国と、比較対象として日本、アメリカの計 6 カ国

で各国 500 名を対象にした Web アンケート調査を行い、自動車パーツのリマン製品の受容性の分析を行

った。結果は、6 カ国で共通して、リマンパーツの購買意思に、リマンパーツの製品知識と便益認識(コ

ストメリット、環境メリットの認識)が正に影響し、一方、リマンパーツへのリスク認識は日米で負に影

響するのに対して、4 カ国では影響が見られなかった（図 3.4 の左表と右上図）5,9)。4 カ国の消費者の

リマンパーツの購買意思は、日本の消費者と比較すると高かった（図 3.4 の右下図）。リマン普及の潜

在的な障害要因として、製品知識の不足と便益認識の不足が抽出された 5)。 

 

 

図３．４ 自動車リマンのパーツ製品に対する消費者受容性の分析 

マレーシア・タイ・ベトナム・インドネシアの 4 カ国と、比較対象として米国・日本で実施 

 

リマン製品の購買意思への影響要因として、製品知識、便益認識、リスク認識の影響を分析した上述

の研究に加えて、いくつかの発展研究を実施した。一つは、リマン製品の品質認証と製造国の影響の分

析である 10)。製造国の影響の分析は、マーケティング分野の country-of-origin の分析に相当する。

併せて、図 3.4 の分析では回帰分析を用いたのに対して、構造方程式モデル(SEM: Structural Equation 

Modeling)の適用に拡張した。インドネシアの消費者を対象に、世界的にリマン製品のシェアが高まる中

国のリマン自動車パーツの選好の分析を行うこととし、インドネシアの消費者 500 名に Web アンケート

を行い分析した。結果からは、１）リマン製品の知識（製品知識）は、リマン製品の便益認識とリスク

認識に影響する（正の影響）、２）リマン事業者の品質認証があるとすると、その品質認証への信頼が

高いほどリマン製品の購買意識も大きい、３）自国のリマン製品の購買意思がより高いが、自国の製品

の購買意思が高いほど、他国製のリマン製品の購買意思も高い、ことが抽出された（図 3.5 左図）。リ

マンの普及推進にあたり、リマンの認知度の向上の重要性、企業のブランド戦略のあり方、製品認証の

あり方に示唆を与えた 10)。 

二つ目の発展は、消費者の環境意識の効果の分析を行った 11)。消費者の環境意識は循環経済の推進の

重要な原動力である。また消費者の環境意識は、先進国が新興国よりも高いとは限らないことが近年は

示されている 12)。インドネシアとタイ、中国で各国 480 名、計 1,440 名に Web アンケートを行い分析し
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た。分析の結果は、消費者の「環境意識」がリマン製品の「購買意思」に影響するあり方は、消費者の

リマン製品の機能への信頼性(「機能志向性」)が部分媒介すること（partial mediation）が示された（図

3.5 中央図）。つまり、環境意識は直接に購買意思に影響し、同時に機能志向性にも影響して機能志向

性を通じて購買意思を高める効果を持つ。このことからリマンの普及にあたり、環境意識を喚起するこ

と、環境意識が高いセグメントに訴求すること、そして環境意識が高いセグメントにリマン製品の機能

性（信頼性が高いこと）の認知を広めることが効果的であることが示唆された 11)。 

三つ目の展開として、リマン普及に資するサービスビジネスの受容性分析を行った 13)。製造業のサー

ビス化はリマンの普及と密接に関連する。製品製造者や製品サービス提供者が製品を所有し、その維持

管理を担い、消費者(顧客)に製品の機能を販売するビジネスモデルが成立すれば、リマンを行うインセ

ンティブが高まる。製品サービスシステム(PSS: Product Service System)の議論でもある。カーシェア

リング等の MaaS (Mobility-as-a-Service) の普及は自動車保有数の抑制の他、自動車パーツのリマン

の普及の契機になる。サブテーマ 1 と連携してカーシェアの受容性分析を行った。インドネシアの消費

者 600 名に Web アンケート調査を行い分析し(図 3.5 右図)、その結果、便益認識(コストメリットや利

便性の認識)、所得水準、自動車のステータスシンボルとしての認識(負の影響)が、カーシェア利用意識

に影響していることが抽出された 13)。 

 

 

図３．５ 消費者のリマン受容性の分析の拡張．リマンの country-of-origin の影響分析(左)、 

環境意識の影響モデル(中央)、カーシェアリング受容分析モデル(右)． 

 

 

４-５．リマンの普及シミュレーション分析 

本研究ではリマンの普及の評価を行うシミュレータの構築を行った。リマンの普及シミュレータによ

り、上述のリマンの普及シナリオの定量的な評価や、普及の影響要因の変化の影響評価、リマン供給の

制約の評価（リマンが必要とする元の使用済み製品が十分あるかの評価）、リマンの環境効果や省資源

効果の評価等が可能になる。本節と次節で、構築したシミュレータの構成の概要と評価の結果例を示す。 

4-2 節では自動車パーツのリマンの発展のシナリオとして、純正新品パーツが中心になる発展シナリ

オと、リマンパーツが中心になる発展シナリオを提示した。いずれのシナリオに至るかは、需要側の購

買選択と、4-4 節で検証した需要者選好への影響要因とに依存する。本研究ではこうしたリマン市場の

発展シナリオの評価のためのモデル構築を実施した。リマン普及シミュレータのモデル構成要素として、

需要側の購買意思決定モデルと、製品のライフサイクルモデルを構築した。また定量化の対象として、

タイの市場を想定した自動車パーツのリマン普及モデルと 14,15)、複写機のリマン普及モデルとを構築し
16)、評価を行った。モデル構成は共通する部分が多いが、以下本節では自動車パーツのリマン普及モデ

ルを示す 14)。 

図 3.6 に製品ライフサイクルモデルの構成を示す。製品自体である自動車と、その部品である自動車

パーツのライフサイクルモデルの構成をそれぞれ左図と中央図に示す。また図の右にはモデルの変数を

示す。モデルは、約 40 の変数と、各変数の数式、および変数間の関係を表す数式で構成される。 
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図３．６ リマン普及シミュレーションモデルのライフサイクルモデル部分の構成 

製品のライフサイクルモデル（左）、部品のライフサイクルモデル（中央）、モデルの変数（右） 

 

 

需要側の購買意思決定モデルは、多項ロジットモデルに基づくモデルとした。多項ロジットモデル

は、複数の購買選択肢がある中で、各選択肢の効用を選択肢の属性の重みづけ線形和で表し、その効用

を元に各選択肢の選択確率を導出するモデルである。需要者 k の選択肢 j の効用 Vkj を以下のように定

義する。 

 

ここで、Xij は 選択肢 j の属性 i の値であり、akj は 需要者 k の属性 i への重みである。需要者 k の選択

肢 j の購買選択確率 Pkj が以下で定義される。 

 

この購買選択確率により、新製品かリマン製品か他の選択肢かを選択する。Xij 値は市場値で設定し、 akj 

は消費者に Web アンケートを実施し、その結果から最尤計算を行って算定し推計した。 

タイの市場を対象に、自動車パーツ（AC コンプレッサーを対象とした）のリマン普及モデルを構築し

た。製品選択肢 j には、純正新品パーツ、サードパーティ新品パーツ、リマンパーツ、リユースパーツ

の 4 種を設定し、属性 i には、価格、製造者、品質(耐久年数)、品質保証の 4 点を設定した。タイの消

費者 600 名を対象に Web アンケートを実施し、選好重み変数 akj の定量化に用いた。 

シミュレーションの結果を図 3.7 に示す。図 3.7 の左図は基本シナリオの普及推移であり、基本シナ

リオは抽出された今日の消費者選好と製品属性を反映している。純正新品パーツが市場の大勢(71%)を

占める。一方リマンパーツは 8.3%に留まった。基本シナリオに加えて、シナリオの作成とその評価を行

った。図 3.7 の右図は、消費者のリマンパーツに対する信頼度が高まることを想定したシナリオに対す

る結果である。2020 年以降にリマンパーツの製造者がサードパーティからメーカーに移行し、品質保証

期間が長期間になることを想定した。そのように Xij に変化を加えた。このシナリオでは消費者のリマ

ンパーツに対する効用 Vkj が高まり、選択確率 Pkj が高まり、リマンパーツのシェアが増加する。リマン

パーツの選択は市場の 81%を占めた。しかし使用済みパーツ（コア）の供給（排出）に制約が現れ、結果

としてリマンパーツのシェアは 48%であった（図 3.7 右図）。 

リマンの普及シミュレータによって、リマンに関連する製品部品のフローと、ステークホルダーの意

思決定、市場の状況をモデル化し、リマンの普及シナリオの評価と、リマンの各種普及策の効果影響評

価を行う環境を構築した。 
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図３．７ タイの自動車パーツのリマン普及シミュレーションの結果 

基本シナリオの結果（左）とリマン信頼性向上シナリオの結果（右） 

 

 

４-６．リマンの効果シミュレーション分析 

リマンが普及することによる社会レベル（マクロレベル）での省資源効果についてはほとんど明らか

にされていない。個々の事例、つまりミクロレベルのリマンの省資源効果評価や CO2 の LCA 評価につい

ては多くの研究事例があり、リマンは新品生産と比較して 80%程度の省資源効果と省 CO2 効果がある
1,17,18)。例えば自動車パーツのオルタネータでは、80%の省資源効果、86%の省エネルギー効果があるとす

る報告がある 18)。リマンの効果を総合した社会レベルでの効果の推定はほとんど行われていない。本研

究では、前項 4-5 節で示したリマン普及シミュレータを元に、特に製品ライフサイクルモデルと部品ラ

イフサイクルモデルの定量化を進め、加えて製品の素材構成インベントリデータを組み入れることで、

リマンの効果測定シミュレータを構築した。当シミュレータにより、自動車パーツのリマンの効果測定

を行い、東南アジア地域における自動車パーツのリマンのマクロレベルでの省資源効果の評価を行った
19)。 

自動車と製品ライフサイクルモデルと部品ライフサイクルモデルを構築し、図 3.6 のモデルを主要パ

ーツについて国ごとに定量化した。表 3.1 の指標値を含め基本的な統計データをモデルに組み入れた。

図 3.8 には、各国の自動車の保有台数の推移（2010 年～2030 年）の推定結果を示す。東南アジア全体 

(ASEAN10) では、2010 年の 4300 万台から 2030 年には 9000 万台に増加すると推計された。 

 

 
図３．８ 各国・地域の自動車の保有台数の推移（2010 年～2030 年）の推定結果 

（色は、販売年（車齢）を表す） 

 

主要な自動車パーツについて、図 3.6 の部品のライフサイクルモデルを定量化した。自動車パーツ

ごとの組成データ（例えばエンジンの総重量、エンジンを構成する各組成（鉄、銅、アルミ、樹脂等）

の重量のデータ）20) を組み入れた。表 3.2 には 10 の自動車パーツの重量と鉄材料重量、自動車ストッ

クあたりの年間スペアパーツ需要を示す。 



 

59 

S-16-1 

 

表３．２ 自動車パーツの重量、鉄材料重量、自動車ストックあたりの年間スペアパーツ需要 19) 

 

 

図 3.9 に結果を示す。2030 年を見ると、東南アジアの新車販売（フロー）は 450 万台、そのマテリア

ル重量は 520 万トン、保有車（ストック）は 5810 万台と推計され、スペアパーツの需要は、マテリアル

重量で 31.4 万トンと推計された。スペアパーツがいずれもリマンパーツで供給されることがリマンの

最大量（ポテンシャル量）であると見なすと、リマンは新品製造よりも資源消費が 80%少ないとして、

リマンによる省資源効果ポテンシャルは年間 25.1 万トンと算定された（図 3.9）。鉄材料について見る

と、新車（フロー）の鉄材料重量が 350 万トン、リマンで節約される鉄材料重量が 17 万トンであり、そ

れぞれは東南アジア地域の鉄材料消費量の 2.7%、0.13%に相当する（図 3.9）。鉄の消費全体に占める自

動車の鉄の割合（2.7%）は、世界全体では約 10%であり 21)、東南アジア地域の割合は低めであるが、自

動車の鉄消費の約 5%（17 万トン／(350+17)万トン）をリマンにより節減できる可能性があり、鉄消費全

体の 0.13%を自動車パーツのリマンにより節減できる可能性が示された。また自動車そのものの平均使

用期間を仮に平均 20 年から 21 年に延長できたとすると、単純計算で 同程度の約 5%の節減が可能であ

る。 

 

 

図３．９ 東南アジアの自動車とスペアパーツのフロー・ストックと、 

自動車パーツのリマンの省資源効果の推計 

 

４-７．リマンの普及推進施策 

 

４-７-１．リマンの普及を推進するための政策 

リマンの推進は、資源消費の増加抑制、エネルギー消費の増加抑制、経済的な価値の創出、雇用機会

の創出等の効果を持つ。4-3 節、4-4 節で見たとおり、リマンの普及には障害要因がある。4-3 節で見た

四つの障害要因のうち、市場の障害と、技術的な障害は、それぞれリマンの需要側の受容性と、供給側

の供給能力を制約する要因である。一方、回収の障害と、制度的な障害は、供給側から需要側へのモノ

の流れを制約する要因である。これらの障害要因の解消に資する政策が必要である。政策としては、リ
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マンの適切な仕組みの構築、インセンティブの付与、制度の構築、インフラの整備、リマンの概念の明

確化が必要である。以下に挙げる。 

 リマンの元となる使用済み製品(コア)の回収を支援することが重要である。使用済み製品が無用

にリサイクルや埋立処分されないよう促す制度が必要である。 

 リマンの元になる使用済み製品(コア)と、リマン製品の越境・輸出入の制約の解消が必要である。

コアとリマン製品の国際流通、リマンの国際サプライチェーンの構築を支援することが重要であ

る。 

 そのために、コアとリマン製品の明確な定義と、また廃棄物との区別が必要である。 

 リマンの基準と品質認証、ラベルの制度が有用である。信頼できる制度である必要がある。政府

が主導するのが良いか、業界団体や個別企業の主導が適切か、標準化機関の主導が適切かは状況

次第であるが、特にリマンの市場が未成熟である地域・製品の市場では、需要者にリマン製品の

品質を見える化する仕組みが必要である。 

 消費者や社会のリマンの認知を上げるための啓蒙やキャンペーンの活動が有用である。政府がリ

マンを支援する姿勢を明示することも重要である。 

 グリーン公共調達制度で、政府がリマン製品を支援する姿勢を示すことが重要である。取り組み

の事例も世界的に見られ始めているが、拡大することが重要である。 

 リマンの技術開発や人材教育に政府が支援していくことが重要である。リマンは少量多品種生産

の最たる対象であり、技術開発課題は多い。開発投資のリターンも大きいと期待される。 

 

４-７-２．政策的貢献の機会 

政策に関わる場の機会としては、2017 年 2 月にブリュッセルで開催された G7 meeting on Resource 

Efficiency の会議に、サブテーマ代表の松本が出席し、ステークホルダーのパネル会議に登壇する機

会を持った。パネル会議ではリマンの推進の重要性、リマンの社会的認知の向上の重要性、途上国のリ

マンとの協力の重要性等について発言し、パネル参加者とともに議論を行った（図 3.10）。 

 

 

図３．１０ G7 meeting on Resource Efficiency のステークホルダー会合（2017 年 2 月） 

（ステークホルダーパネルに登壇。右図写真の最左） 

(https://ec.europa.eu/environment/international_issues/pdf/8_9_february_2017/G7_meeting_on_resource_efficiency_final_report.pdf） 

 

４-８．研究ネットワークの構築 

本研究を推進する中で、東南アジア地域の研究者との連携を構築し推進した。リマンの研究は当地

域では多くの場合新しく、新たに取り組みを始める研究者との連携も構築しながら推進した。図 3.11

は訪問して交流した研究機関（1 機関は来訪）を示す。協働して実施した研究の成果は共著で論文発表
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したものもある。図中の 2 機関の研究者と共著論文を発表し、投稿中の論文も含めれば計 5 機関の研究

者と共著論文を作成した。 

 

 
図３．１１ 研究交流のための訪問や連携をした研究機関 

 

リマンを含めて持続可能な消費と生産はもはや一国に閉じて推進することは無意味であり、国際的

な連携を以って推進することが益々重要になる。本研究を通じて国内外の研究ネットワークを構築し広

げることに寄与した。 

 

 

５．研究目標の達成状況 

アジア地域におけるリマンの現状の調査と分析を踏まえて、リマンの普及の障害要因の特定と、それを

解消していくための施策を検討した。またリマン普及のシナリオ評価と効果推定をするためのリマン普

及シミュレータを構築した。目標を達成することができた。 
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［要旨］ 

本テーマでは，資源循環のための最適なロジスティックス構築のため、3Rの様々なライフサイクルオ

プションとその実現に向けた政策・規制緩和等を調査・検討すると共に、資源消費の定量的評価手法を

確立し、アジア地域における「責任ある国際資源循環」の姿を提示することを目標として研究を進めた． 
現在，アジアにおける生産プロセスの現状は，国や地域においてそれぞれが得意分野とする生産・リ

サイクル拠点が分散的に存在しているのみで，それらが連携しておらず，せいぜい部分最適な解が得ら

れている状態である．責任ある国際資源循環とは，これらを有機的に接続し，分散型ではあるが総体と

して効率的かつ健全な循環生産ループを構成することである．そのため，持続可能な生産と消費のため

のスキームを構築することが肝要である．しかし，特に資源循環においてはその効率性と健全性を追求

するに値する評価手法の確立が十分でない．本テーマでは，マテリアルフロー分析(MFA)を軸とし，採

掘活動量を定量化できる関与物質総量(Total Material Requirement, TMR)を指標と用いることで，製品

利用の背後でどの程度の資源利用が隠れているか，そして使用技術の差異やリサイクルの導入によりそ

れらがどのように変化するのかを定量的かつ包括的に評価し，それぞれの国や地域の特徴を考慮しつつ

全体最適の道につながる社会像（ビジョン）を示し，それを実現するためのシナリオを提案した． 
本テーマでは素材だけでなく種々の製品，あるいはエネルギーや輸送まで考慮した．これら種々の製

品群を横糸とすると，指標・（製品）組成・寿命・政策といった縦糸を分析手法として組み込むことで，

資源循環のための最適なロジスティクスの戦略を構築した．まず指標データベースとして1100以上の素

材，エネルギー，食材，製品等についてTMR係数を整備した．さらに廃棄物処理を評価できるようにTMR
推定の枠組みを拡張する手法を提案した．同時に，採掘活動を軸とした資源依存性評価手法，複数の指

標と機能を統合的に評価するための「マテリアルDEA」と呼ばれる手法を提案した．得られたTMR係数

データベースを基に，直接物質投入や二酸化炭素排出量，あるいは地球温暖化係数と比較したところ，

それらを削減する背後で過剰に資源を必要とする「資源パラドックス問題」が誘発される場合があるこ

と，そしてそれは素材，製品，国といった種々のレベルで起こり得ることを明らかにした． 
この問題を解決するため，素材についてはベトナムと周辺国をベースとしセメント産業と鉄鋼産業間

での産業共生の効果を評価した．また，製品については，その資源消費パターンを「使用段階支配型」

「製造段階支配型」，「複合型」に分類し，それぞれについて対策を変える必要があることを明らかに

した．これらではRRRDRの導入も重要であるが社会システムの変革による影響も重要であった．なお

RRRDRを促進するためには使用済み製品の排出量の予測が重要となる．そこに必要な情報として「製品

寿命」に関する深い知見が必要であることを明らかにし，家電製品や自動二輪車を中心とした評価を行

った．家電製品のうちエアコン，洗濯機，冷蔵庫は1人あたりの購買力平価が増加すると，製品の使用年

数がいったん減少し，その後増加に転じるという現象が観察されたが，テレビについてはそのような傾

向は見られなかった．このようにして得られた寿命情報をベースとして，ベトナムにおける家電製品と

自動二輪車の廃棄台数の推定を行い，現時点では不十分なリサイクル施設をどのようにすれば将来的に

準備できるかの方策について議論を行った．最後に，リサイクル(製錬)に特化した技術としてマイクロ

波加熱を提案し，それを社会に導入した場合の効果について，アルカリマンガン電池からの亜鉛・マン

ガンリサイクルをケーススタディとして評価を行った． 
これらの分析により，国境を越えた産業共生，リサイクルシステムの構築，すなわち社会システムの

変革が重要であると共に，リサイクルに特化した製錬技術の開発が必要不可欠であることも示した．本

テーマの目標は，部分最適に陥っていたリサイクルオプションについて，システム全体で最適化するこ

とであり，炭素や直接重量だけで無く資源制約も満たしつつ，産業共生，外資，新しい技術を導入する

ことで最適化に向けたシナリオの一側面を構築した。 
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１．研究開発目的 

アジア諸国のほとんどは未だフロー型社会からの脱却が進んでいない．アジアでの持続可能な発展目

標(SDGs)を実現するためには，国・地域の特徴を踏まえたビジョンを提示し，低炭素化と資源効率の改

善を進める必要がある．生産プロセスはSDGsにおける重要な要素の一つであり，その中で資源循環は不

可分な問題である．アジアにおける生産プロセスの現状は，それぞれの国や地域においてそれぞれが得

意分野とする生産・リサイクル拠点が分散的に存在しているのみで，それらが連携しておらず，せいぜ

い部分最適な解が得られている状態である．責任ある国際資源循環とは，これらを有機的に接続し，分

散型ではあるが総体として効率的かつ健全な循環生産ループを構成することである． 
 しかし，特に資源循環においてはその効率性と健全性を追求するに値する評価手法の確立が十分でな

い．それは従来の評価がサイト管理型であり，各生産拠点・リサイクル拠点の入出力を管理するだけで

は全体のフローが見えず，結果として部分最適となるためである．それに対しフロー型の管理を実現で

きれば，製品や資源の流れのトレーサビリティが向上し，全体の最適化につながる．現状の学問体系の

枠組みで，これらを実現できるのはマテリアルフロー分析(MFA)であり，そこで用いられる指標の一つ

である関与物質総量(Total Material Requirement, TMR)は，資源採掘に関わる地球改変量を重量として

評価できる指標である．本研究では，責任ある国際資源循環を論じるため，TMRを新たな指標として導

入してフロー管理を行い，製品利用の背後で，どの国の資源にどの程度どのような多様性をもって依存

しているのか，そして使用技術の差異やリサイクルの導入によりそれらがどのように変化するのかを定

量的かつ包括的に評価し，それぞれの国や地域の特徴を考慮しつつ全体最適の道につながる社会像（ビ

ジョン）を示し，それを実現するためのシナリオの提案を行うことを目的とする． 
 

２．研究目標 

資源循環のための最適なロジスティックス構築のため、3Rの様々なライフサイクルオプションとその

実現に向けた政策・規制緩和等を調査・検討すると共に、資源消費の定量的評価手法を確立し、アジア

地域における「責任ある国際資源循環」の姿を提示する。 
 

３．研究開発内容 

効率性と健全性を追求した分散型循環生産シナリオを描くため，素材だけでなく種々の製品，あるい

はエネルギーや輸送まで考慮した．これら種々の製品群を横糸とすると，指標・（製品）組成・寿命・

政策といった縦糸を分析手法として組み込むことで，資源循環のための最適なロジスティクスの戦略を

構築した．下図はこのような研究開発内容を概略図として示したものである．  
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図4-1：効率性と健全性を追求した分散型循環生産シナリオ構築のための研究開発内容概念図 
 

図から分かるように，横糸についてはアジアで使用量の多い素材（鋼材・セメントを中心）とし，小

型製品（照明機器・家電製品を中心），大型製品（自動二輪車，自動車（従来型・次世代自動車）），

そして輸送プロセスを対象とした．縦糸の指標としては，計画通り採掘活動量を定量化できる関与物質

総量(Total Material Requirement, TMR)をもちいた．TMRについてはデータベースの拡充を行うだけで

なく，従来の評価の枠組みで見えてこなかった「廃棄段階」について評価を行えるようなフレームワー

クの拡張を行った．また，TMRを従来のプロセス毎ではなく国別に分類し，広義の資源依存性を評価で

きるように拡張した．これらの成果は同じシステムを持つLC-CO2と比較し，指標としての違いを検討

した．製品群については，その資源依存を評価するため「製品組成」の情報が重要となる．これは文献

データだけで無く，実際の機器（自動二輪車等）を解体することで推定を行った．また，将来的な排出

量を推定するためには，製品の「寿命」情報も必要となる．これも文献だけで無く，実際に現地（自動

二輪車はベトナム・日本，照明はマレーシア）におけるアンケートを行うことで推定を行った．このよ

うにして得られた成果を集約しながら，最適なロジスティック構築のため3Rの様々なライフサイクルオ

プションとその実現に向けた政策・規制緩和等を検討し，アジア地域における「責任ある国際資源循環」

の最終的な姿を描き、各サブテーマの成果を統合し、アジアの持続可能な消費と生産シナリオを示した．  
 

４．結果及び考察 

このような研究計画の下で得られた成果を以下に示す． 
 
資源利用に関する指標データベース構築 
・TMR 係数データベース 

資源利用に関する評価指標の一つとして関与物質総量(Total Material Requirement, TMR)を採用した．

製品利用の背後にある資源利用，そしてどの国の資源にどの程度どのような多様性をもって依存してい

るのか、そして使用技術の差異やリサイクルの導入によりそれらがどのように変化するのかを定量的か

つ包括的に評価するため、TMR 係数（単位量生産あたりの TMR、単位 kg-TMR/kg あるいは単位 kg-
TMR/kWh, kg-TMR/製品）のデータベースを拡充した。最終的に約 1000 以上の素材、エネルギー（電

力，水素），中間物質等についてのデータベースを構築した（図 4-2） ． 
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図4-2：構築したTMR係数データベース 
 

このデータベースを基に，種々の製品群（自動車，家電製品等）の TMR を決定することが可能とな

り，後に説明する資源パラドックス問題（グリーンイノベーションによる資源消費量の過剰な増加）を

可視化することができた．たとえば 26.6 kWh の容量を有する自動車用リチウムイオン電池（直接重量

253 kg）の TMR は約 50 t-TMR となる[1] （図 2-4-3）． 

 

図4-3：26.6 kWhの容量を有する自動車用リチウムイオン電池（直接重量253 kg）のTMR 
 

この値は従来型自動車 2 台分に相当し，リチウムイオン電池の資源という視点からの負荷がいかに高い

かが分かる．なお，現在普及している電気自動車のリチウムイオン電池容量は 40 から 60 kWh であり，

中には 90~100 kWh もの容量を持つものも存在する．このようなリチウムイオン電池はさらに高い TMR
となることが予測され，走行段階の電費で回収することは困難なものと予測される．なお，このデータ

ベースは論文として公表したものから順次ウェブサイトに公開している． 
(http://www.ritsumei.ac.jp/~yamasue/tmr/index.html) 
 
・廃棄物処理を考慮するためのシステム拡張 

また，特に途上国でよく見られる違法な埋め立てと言った処理を評価できるようにTMRの枠組みを拡

張した．具体的には埋め立てによって引き起こされる汚染物質の濃度上昇を，自然界レベルまで引き下

げるために必要な希釈量を評価に組み込んだ．その新しい枠組みで評価されたTMR係数をLF-TMR 
(landfilling-TMR)とし，従来のTMR係数（リサイクルのTMR係数）と比較したものが図2-4-4である．図
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から分かるように，従来の枠組みでは，リサイクルをする方(UO-TMR)がバージン材(NO-TMR)に比べて

採掘活動量（地球の攪乱量）が高くなるという結論が得られるが，LF-TMRの導入により，違法な埋め立

て処理等を看過するより，リサイクル施策を導入した方がよい可能性を可視化することができた（厳格

ケース）． 

 
図4-4：拡張したTMR係数(LF-TMR)と従来のTMR係数の比較（ノートPCからのインジウム汚染） 

 
環境影響の評価指標にはTMRに限らず多くの指標がある．これのうちどれを選択するかは現在のライ

フサイクル評価でも大きな課題であるが，本研究では包絡分析法(Data Envelopment Analysis, DEA)と
呼ばれる手法を用い，複数の環境影響評価指標と機能を統合的に評価する手法（マテリアルDEA）を開

発した[2]．ケーススタディとしてステンレス鋼を対象とし，環境影響指標としてTMR, LC-CO2, 機能と

して耐腐食性，延び，強度を考慮し，リサイクルの影響を評価した．その結果の一例を図2-4-5に示す．

図からリサイクルをしない場合，ニッケルを多く含むオーステナイト系ステンレス鋼はDEA効率が低い

が，リサイクルをすることでDEA効率が改善することが分かる． 

 

図4-5: ステンレス鋼に対してマテリアルDEAを適用した結果 
 

資源パラドックス問題の発見 
脱炭素・脱物質は現代社会の共通の目標であることは言うまでも無い．そのために種々のグリーンイ

ノベーションが継続して開発されている．一方で，これらのグリーンイノベーションの背後に過剰な資



 

68 

S-16-1 

源投入が隠れていることが経験的に懸念されていた．本サブテーマでは，このような問題を「（グリー

ンイノベーションの）資源パラドックス問題」と定義した[3]．上述の TMR 係数データベースを用いる

ことで，これまで経験的に述べられていた資源パラドックス問題を定量的に可視化することが可能とな

り，それは素材，製品，国といったあらゆるレベルで観測された．以下にその結果の一部を示す． 
まず，種々の金属（素材レベル）についての評価を行った．低炭素化に向けて多くの元素代替が提案

されている．しかし，細かい解析をするまでもなく，例えばアルミニウムと銅の代替で素材レベルの資

源パラドックス問題が起こりうることは容易に想像できる．アルミニウムは電気の缶詰めと呼ばれるほ

ど製錬に大量の電力を要求する一方，銅は貴な金属であるため製錬そのものにはエネルギーをそれほど

要しない．しかし，鉱石品位（採掘活動量）に注目すると，アルミニウムの原料であるボーキサイトは

50%以上ある一方で、銅の粗鉱品位は近年では 1%を下回るものも珍しくない．したがって、銅とアルミ

ニウムの安易な代替は資源パラドックス問題を誘発する。そこで 75 種の元素代替に伴う地球温暖化係

数(GWP)と TMR の変化をまとめたものが，図 4-6 である[4]． 

 
図4-6: 75種の金属素材代替におけるGWPとTMRの変化 

 
この図は天然資源からの製造を仮定していることに注意しなければならないが，図において I では

GWP も TMR も増加，II では GWP は増加するが TMR は減少，III は GWP も TMR も減少，IV では

GWP は減少するが TMR は増加する．従前のように GWP のみで評価する場合，III か IV の素材代替が

選択される．III の代替は TMR も減少するため問題なく，これは検討した 75 種の代替のうち 44 種(59%)
を占めていた．一方，IV の領域では GWP は減少する一方で TMR が増加する領域であり，これはまさ

に資源パラドックス問題に相当する．これに該当する代替はアルミニウム→銅，白金→パラジウム，タ

ングステン→モリブデン，白金→金，セリウム→セレン，ニオブ→モリブデン，セリウム→ランタンで

あり，これらの代替には注意を要することが分かる． 
次に国レベルでの評価を行った．図 2-4-6 は日本における直接物質投入量と関与物質総量の推移を示

したものである[5]．1990 年における直接物質投入量は年間 22 億 t 程度であったが、2013 年には 16 億 t
程度まで減少している。このこと自体は素晴らしい事実であるが、TMR の視点から物質投入を再評価す

ると、むしろ増加傾向にあることが分かる。これはエコノミーワイドな資源パラドックス問題の典型例

と言えるだろう。その主要な原因として、鉱石品位が年々低下していること、また同一の製品でもより

高機能を実現するため、銅やレアメタル等の TMR 係数の高い素材が多用されるようになっていること

が挙げられる． 
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図4-6: 国レベルでの資源パラドックス問題（直接重量とTMRの比較） 

 
 次に製品レベルでの評価を行った．まず，図 4-7 は種々の自動車の製造段階における TMR である．図

から分かるように，いわゆる次世代自動車と呼ばれる自動車は製造段階の TMR が大きい．電気自動車

(EV)と従来型自動車(CV)の差の大部分は，上述の通りリチウムイオン電池による．この結果は 26.6kWh
の容量を仮定しているため，より容量の大きい電池が搭載されている場合，差はさらに拡大する． 

 
図4-7: 種々の自動車における製造段階のTMR 

この結果は，製造段階のみを評価しているため，次に走行段階も考慮した結果を示す（図4-8）． 

 
図4-8: 走行に伴う自動車のTMRの変化 

 従来型自動車については燃費に応じて3種類，電気自動車は電源ミックス(1995年の日本，2016年の日

本，全て再生可能エネルギー（太陽光）)を考慮した3種類，燃料電池車（FCV）は水を太陽光発電由来の

電力で電気分化することで生成した水素の使用を仮定した．図から分かるように，電気自動車はどのよ
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うな電源ミックスであっても，本質的に燃費が10 km/Lの次世代型自動車と同等のTMRの推移であった．

なお10万kmごとの急激なTMRの増加は，電池交換によるものである．仮にこの電池交換がないとして

も，電気自動車のTMRが従来型自動車を下回るのは，10〜20万kmの走行後となる．ただし，これは電気

自動車の電池容量が26.6 kWhを仮定した結果であり，現行の40~60 kWh，将来的に浮遊すると予測され

る100 kWh以上の電池を用いた場合，仮に電池交換をしなくても自動車の寿命以内にTMRが逆転しなく

なる可能性が十分に生じる． 
 

資源パラドックス問題の解決策 
このような資源パラドックス問題を解決するためには，あらゆるアプローチがある．例えば，

RRRDR(Remanufacture, Refurbishment, Repair, and Direct Reuse)[6]は中でも重要なアプローチである

が，これは製品の省資源化にとって重要である一方，素材産業については RRRDR の概念を直接活用で

きないため別のアプローチが必要である．そこで，まず素材産業について検討した． 
 
・素材における産業共生の効果 
日本においては当然のように行われている産業間連携（産業共生）が東南アジア諸国においては国内

においてすらそれほど行われていないことが明らかになった．本研究ではベトナムをケーススタディと

して，素材産業における産業共生の効果を見積もった[7]．具体的には，ベトナムを軸とし，カンボジア

とラオスの3カ国の鉄鋼産業とセメント産業の間で，国境を越えた産業共生の効果を見積もった．なお，

ベトナムは，アジアで5番目に大きい鉄鋼生産国であり，2018年にはセメント輸出量が世界一となってい

る．セメント産業は種々の廃棄物を受け入れることができ，日本においても高い循環利用率の担い手と

なっている．分析の結果，セメント施設において鉄鋼スラグをセメント生産量の1％から10％受け入れる

と，年間0.83～8.33百万トンの原材料を節約でき，その結果0.95～9.07百万円のCO2を削減できる事が分

かった．これは総排出量の1.6～15.6％に相当し，平均で6％の削減に相当する（図4-9）． 

 
図4-9: ベトナム，カンボジア，ラオスの鉄鋼・セメント産業共生による二酸化炭素排出量削減効果 

 
 
・資源消費パターンの類型化による製品群毎の最適な対策提案 
次に製品群についての対策について議論を行った．その結果，下図のような資源消費の類型化を行い．

それぞれのパターンに応じた対策を講じることが重要であることが分かった． 
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図4-10: 資源消費の類型化 
図から分かるように資源消費パターンは大きく 3 つに分けることが可能である． 

1 つは使用時間支配型であり，本研究により後述する照明や長距離の輸送を行う電車等はこのパター

ンに属する．このパターンに属する製品群は，製造段階における資源投入は使用段階に比べ相対的に無

視できる．したがって，製造段階にある程度資源を投入してでも，使用段階における傾きを小さくする

ような対策が必要である．図 4-11 は使用時間支配型の一例として，マレーシアにおける照明の製造と使

用段階を考慮した際の TMR の推移を示したものである[8]． 

 

図4-11: マレーシアにおける家庭内照明機器によるTMRの推移 
図ではマレーシアにおいて LED 照明が普及する速度で 2 種類のシナリオを比較しているが，いずれも

注目すべきは白熱電球，蛍光灯，LED 照明のいずれにおいても使用段階における TMR が支配的であり，

製造段階は LED 照明ですら無視できる．このような製品群は LED の様に製造段階において資源を多少

投入してでも使用段階における資源消費を減少させた方が良い．また電力を使用するような製品の場合，

再生可能エネルギーの積極的な導入も効果が高い．上の結果は現在のマレーシアにおける電力ミックス

を考慮しているが，再生可能エネルギーの導入によりさらなる TMR 削減効果が期待される．いずれに

せよこのようなパターンの製品群については，政府や自治体が補助金を準備することで迅速な社会実装

を促す事が好ましいと考えられる． 
次の資源消費パターンとして，製造段階支配型の製品群に注目する．この代表として，図 4-8 にもあ

る次世代型自動車を挙げることができる．電気自動車においてはリチウムイオン電池の占める TMR が

高く，それ単体(26.6 kWh を仮定)で従来型自動車の 2.5 台分に相当する採掘活動量を誘発することにな

る．このような製品群に対しては，製造段階における資源利用を下げることが肝要である．そのために

は資源強度(TMR)の高い金属（車載用リチウムイオン電池の場合，銅，コバルト，ニッケル等）を使用

しない，あるいは使用量を減少できる新技術の開発が重要である．しかし，現時点の技術では急速にそ

れらを解決することは難しい．そこで RRRDR の一環として，車載用リチウムイオン電池を建築物等へ
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の定置用電源としてリユースする，あるいはリサイクルにより有価金属を回収し，それを再びリチウム

イオン電池に環流する方法が考えられる． 
図 4-12 は使用済み電動自動車からリユースされたリチウムイオン電池および二次材を用いて製造さ

れるリチウムイオン電池（容量はいずれも 26.6 kWh）の TMR である．全て一次資源から製造されたリ

チウムイオン電池の TMR は約 50 t-TMR であったにも関わらず，リユースされたものは約 0.5 t-TMR で

あり，1%程度の値となる．このリユースリチウムイオン電池を 10 万 km 毎のバッテリー交換時に再利

用した場合の走行段階における TMR の推移を示したものを図 4-13 に示す．図 4-8 と比較すると分かる

ように，10 万 km ごとの急激な TMR の増加が抑えられていることが分かる．ただし，それでも初期の

製造における TMR が高いことから，最短でも 8 万 km，実際には 13 万 km から 20 万 km 以上走行しな

いと従来型自動車より TMR が低くならない．リサイクル材を用いたリチウムイオン電池は，全て一次

資源利用したものより TMR は小さいがそれでも従来型自動車 1 台分に相当する約 20 t-TMR の値とな

る． 

 
図 4-12: 車載用リチウムイオン電池製造の TMR に与えるリユース・リサイクルの効果 

 

 
図 4-13: リユースリチウムイオン電池を用いた場合における走行段階まで考慮した TMR の推移 

 
これらの分析は，1 台の自動車に着目し，その一生の間にどのように資源を消費するかを分析したもの

である．しかし，実際には使用済み電気自動車から回収されたリチウムイオン電池が定置利用としてリ

ユースされ，それらが最終的に廃棄されたものをリサイクルするような循環を検討しなければならない．

さらにはそれらの需要と供給量のバランスを考慮しながら，社会全体としてどの程度資源強度(TMR)を
減少できるかを評価する必要がある．本研究ではそれをライフサイクルシミュレーションと称し，図 4-
14 に示すような循環プロセスを想定してシステムダイナミクスによるシミュレーションをおこなった． 



 

73 

S-16-1 

 

図 4-14:車載用リチウムイオン電池のライフサイクルシミュレーション 
 

図 4-15 は結果の一例である．図中，High, Medium, Low はそれぞれ車載用リチウムイオン電池の需要

に対応している．需要の多寡によりリユース・リサイクルの効果は変わってくるが，その影響は-37〜-
24%程度である．これは無視できない数値ではあるものの，抜本的に電気自動車の資源利用量を改善す

るものでもない．したがって自動車に関して，安易な電動化は資源という視点からは好ましくない事が

分かる． 

 
図 4-15: ライフサイクルシミュレーションによる車載用リチウムイオン電池の 

リユース・リサイクルの効果 
 

最後の資源消費パターンとして，複合型を検討する．これは使用時間支配型でも製造段階支配型でも

ない中間のタイプである．図 4-16 はエアコンの製造段階と使用段階を考慮した場合の TMR の推移を示

したものである．図中，横軸は 4 年までしか示していないが，エアコンの寿命はおよそ 15 年程度であ

り，そこまで使用したとするとエアコンの資源消費パターンは使用時間支配型に近くなる．ただし，こ

こでいう使用年数は，JIS C 9612:2013(ルームエアコンディショナ)を仮定している．すなわち，冷房期間

は 5 月 23 日～10 月 4 日，暖房期間は 11 月 8 日～4 月 16 日で，１日の使用時間は 6:00～24:00 の 18 時

間である．しかし，実際にはそのような長時間を使用することは希であり，民生利用の場合，設置する

部屋によっては年間の稼働時間が相当短い場合もある．その場合，実質的な使用年数は短くなり，資源

消費パターンは製造段階支配型となる． 
この問題をもう少し詳細に検討するため，資源ペイバックタイムの概念を導入した．先に示した図 4-

16 には，2 種類の直線が描かれている．これは 2018 年に製造された 2 種類のエアコン（上位モデルと普

及モデル）について，実際に組成解析を行い，またカタログスペックに記載されている定格消費電力を

用いてプロットしたものである．この交点(=2.6 年)は両者の TMR が逆転する年で，いわば資源ペイバッ

クタイムと呼ぶことができる．この年より長時間使用すると上位モデルの資源効率が良くなる．ただし
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この資源ペイバックタイムは JIS 規格にしたがって，エアコンが使用された場合の結果である．しかし，

4 人家族世帯におけるリビングルームではこのような使用パターンが起こりえる一方，客間や寝室では

年間稼働時間が短くなり，結果として資源ペイバックタイムが長くなる可能性がある．そこで，本研究

ではエアコンが使用される部屋における平均の年間稼働時間を推定し，それに伴う資源ペイバックタイ

ムの変化を調査した．その結果を図 4-17 に示す． 

 
図 4-16: エアコンの資源消費パターン  図 4-16: エアコンの使用頻度による資源ペイバックタイムの

変化 
 
図から分かるように，資源ペイバックタイムは年間稼働時間に対して反比例する形状を描く．この結果

は，エアコンの平均使用期間が 14.6 年の日本では，単身世帯，夫婦のみの世帯，親子のみの世帯で，上

位モデルのエアコンの方が TMR の観点から望ましい一方，子供部屋は普及モデルの方が望ましい． 
年間稼働時間と RPT は反比例の関係にあることを意味している．エアコンの平均時間 14.6 年を超える

かどうかの閾値は，年間稼働時間が 1500 時間であり，その時間に伴い最適なエアコンを選択する必要が

ある．この結果は，日本におけるエネルギーミックスを想定しているが，当然エネルギーミックスが変

化すると結果も変化する．また，同じ年に生産されたエアコン同士で比較した結果を示したが，比較対

象次第で資源ペイバックタイムは大きく変化することに注意しなければならない．ただし，重要なこと

は，複合型に属する製品はむやみに高機能製品(長時間の利用で TMR が小さくなるような製品)を選択す

るのではなく，その使用実態を正しく推定した上で正しく製品選択しなければならない点である． 
なおエネルギーミックスの問題は要注意である．例えば，図 4-17 は 3 種類の照明の資源ペイバックタ

イムの比較をしたものであるが，ここではマレーシアにおける電力ミックスを仮定している．この場合，

資源ペイバックタイムはそれぞれ約 40 時間（白熱電球と蛍光灯），約 700 時間（蛍光灯と LED）であ

る．言い換えれば，40 時間から 700 時間の利用であれば蛍光灯を選択すべきで，それ以下であれば白熱

電球，それ以上であれば LED 照明を選択すべきである．一般的に照明は比較的長時間使用することが前

提であるので，特殊な例を除く多くの場合で LED を選択すべき事がここから分かる． 

 

図 4-17: 3 種類の照明機器の資源ペイバックタイムの推定 
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しかし，ここでエネルギーミックスが再生可能エネルギー(太陽光発電)になった場合に同じ分析をす

ると図 4-18 のような結果が得られる．途中，急に数値が階段状に増加しているのは寿命による新しい照

明の導入を意味する．再生可能エネルギーは電力の使用に伴う資源(TMR)消費が小さいため，資源ペイ

バックタイムが長時間側にシフトし，結果として資源ペイバックタイムは複雑な関係を呈する．概ね，

白熱電球より蛍光灯や LED を選択すべきであるが，それでも 1 日あたり 1 時間しか使用しない場合で

も白熱電球と蛍光灯の資源ペイバックタイムを超えるのに 10 年程度を必要とする．このような使用状

況では，白熱電球の利用も視野に入る．また，蛍光灯と LED 照明の比較でも，かなりの場合において蛍

光灯を選択した方が良い結果となることも起こりうる．このように再生可能エネルギーの導入は，機器

選択にも大きな影響を与えることを留意しなければならない． 

 
図 4-17: 3 種類の照明機器の資源ペイバックタイムの推定（再生可能エネルギー） 

 
対策案を講じる際に検討しておくべき事項(製品寿命と廃棄物発生量の把握) 
・製品寿命の把握 

図 4-15 のシミュレーションにおいても述べたように，RRRDR を促進するためには使用済み製品の排

出量の予測が重要となる．持続可能な生産と消費(SCP)を中長期的に促進することは，SDGs の達成に向

けた直接的な対応として必要不可欠な要素となる．そのためには生産側の効率性アプローチだけでなく，

消費側の充足性がどのように醸成されるのかについても分析し，SCP への転換を促す施策，あるいは多

様なステークホルダーによって社会全体を変革する施策の提示を進めなければならない．しかし，その

ような施策の提示のために必要な生産と消費の構造の把握が途上国や新興国については不十分あるのが

現状である．たとえば，日本といった先進国における製品寿命は比較的把握されているものの[9]，アジ

ア地域における情報量は非常に限られている． 
そこで本研究ではまず種々の製品寿命について調査を行った． 

 
・製品寿命の調査結果 

下図は種々の家電の使用年数と 1 人あたり購買力平価 GDP の関係を示したものである[10]．なお，こ

こで「使用年数」は「消費者による使用期間」として定義した． 
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図 4-18: 種々の家電の使用年数と 1 人あたり購買力平価 GDP の関係 

 
興味深いことに，冷蔵庫，エアコン，洗濯機の 3 製品について U 字状の関係が見られた．すなわち，所

得が増加するにつれいったん使用年数は低下するが，最低値を示した後は所得が増加するにつれ使用年

数が増加する．この関係を U 字仮説と呼ぶこととする．これは，次のようなメカニズムが働いている可

能性がある．すなわちその国の経済水準（平均所得）が極端に低い場合，一度保有した製品は可能な限

り長く使用したいという意識が働く．ただし，そのような国で購入できる製品の品質はそれほど高くな

く，故障の発生頻度も高いと考えられる．故障のたびに新製品を購入できる余力は無く，中古市場も成

熟していない可能性が高い．このような状況では修理を行うことで同じ製品を継続して使用するという

選択が最も高くなると思われる．経済水準がある程度高くなると，市場の熟成化とともに高機能・高品

質な製品が投入され始める．このような状況で故障等が生じた場合，経済的に余裕があればあるほど買

い換えを選択する可能性は高い．市場が成熟する過程では，新しく高価な製品ほど高機能であり，買い

換えのインセンティブも高くなる．中古市場も同時に発展し，故障していない機器の売却益を新製品購

入に充てることも十分可能になる．しかし，経済水準があるレベルに達すると，そこに投入される製品

の基本機能（冷やす，洗う等）は十分に高くなる．この場合，故障以外の買い換えで消費者が得られる

便益は基本機能以外の付加価値（効率，デザイン，IC 化による高度な機能制御等）であり，故障以外の

理由による買い換えのインセンティブは下がり始める．その付加価値すら飽和すると購入のインセンテ

ィブはさらに低くなる．同時に，高品質化することで故障しにくくなることは，さらに買い換えのタイ

ミングを遅らせるだろう．このようなメカニズムにより，製品の使用年数はその設計寿命（物理寿命）

に漸近していくものと考えられる． 
一方，テレビについては別の傾向が見られた．図には示していないが，携帯電話や PC も同様の傾向

を示した．暫定的な説明として，テレビについては U 字仮説の特殊な例と考える事ができる可能性があ

る．テレビは他の家電製品と比べても普及の割合は高い．たとえば途上国であるベトナムですら，2006
年の時点で低所得層から高所得層に至る全ての世帯で保有率が 100 %であった[11]．このことは調査し
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た範囲の国々で所得がテレビを保有するに十分高いことを示唆している．またテレビの性能・品質は情

報を取得するという点でほぼ飽和状態にあると考えると，本研究でデータを収集した範囲では，U 字曲

線の最も高所得側の領域のみを観測した可能性がある．この説明を検証するには，本研究で観測したよ

りももっと所得水準の低い国々のテレビの使用年数を調査する必要がある．なお，同じベトナムで 2006
年と 2013 年におけるテレビ，洗濯機，冷蔵庫，エアコンの使用年数を調査したところ，7 年間で製品の

使用年数が劇的に減少していることが分かった（図 4-19）． 

 

図 4-19 ベトナムにおける 4 家電の使用年数の推移(2006, 2013 年) 
冷蔵庫では 2006 年の平均使用年数が 7.5 年であったが，2013 年は 4.7 年（ハノイ市）と 4.2 年（ホーチ

ミン市）であった．洗濯機は 2006 年が 6.5 年である一方，2013 年が 4.6 年（ハノイ市）と 3.9 年（ホー

チミン市），エアコンは 2006 年が 10.5 年であった一方で，2013 年が 4.7 年（ハノイ市）と 5.0 年（ホー

チミン市）であった．ホーチミン市とハノイ市の使用年数に大きな違いが見られないが，いずれも 2006
年の結果と比べると大きく減少していることが分かる．ただし，テレビについては他の機器と異なる結

果が得られた．ホーチミン市の 2013 年におけるテレビの使用年数は 3.5 年であったが，同年のハノイ市

における使用年数は 7.6 年と長く，この値は 2006 年のハノイ市におけるテレビの使用年数と大きく変わ

らない．この明確な理由は不明であるが，2013 年のアンケートではブラウン管テレビと液晶テレビを分

けて質問しておらず，比較的長く使用されがちであったブラウン管テレビの影響を分離できなかった可

能性がある．また，図 4-18 と同様，テレビのみ他の家電製品と比べて消費者の使用に関して別のメカニ

ズムが働いている可能性もある． 
 
・廃棄物発生量の推定とそれに応じた対策（ケーススタディ） 

ここではケーススタディとして，ベトナムにおける 4 家電製品の廃棄台数を推定した結果を図 4-20 に

示す[12]． 
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図 4-20 ベトナムにおける 4 家電製品の廃棄台数推定結果 

 
この図から，エアコンの廃棄量が台数という視点でも重量という視点でも加速的に増加していることが

分かる．これは，他の 3 家電の保有台数が飽和期に到達しつつある一方，エアコンの保有台数は現在も

増加傾向にあるためである．エアコンは発展途上国における 4 家電のうち，最後に導入される場合がほ

とんどである．かつて，ベトナムにおいてエアコンはほとんど見られなかったが，近年の収入の増加に

より状況は大きく変化している．エアコンは，ベトナムだけでなくアジア地域の高温多湿な地域におい

て健康と生命に重要な役割を果たしており，他の家電に比べて購買優先度が上がると本研究の予測以上

の廃棄台数も否定できない． 

  
図 4-21: 使用済み製品に含まれる素材の金銭換算値 

 
図 4-21 は使用済み製品に含まれる素材を金銭価値に換算した結果である．換算には素材の単価を用

い，それは今後も変化しないと仮定している．図から分かるように，2040 年以降，使用済みエアコンに

含まれる素材の価値は，他の３家電の合計と同等かそれ以上である．エアコンに含まれる素材の金銭価

値のみを抽出した結果を図 4-22 に示す．図からその価値の大部分を銅，アルミニウム，鋼材が占めてい

ることが分かる．すなわちベトナムにおける将来的な家電リサイクルはエアコンを中心とした対策を講

じる必要がある．  
現実問題として，ベトナムでは未だ高度なリサイクルシステムが開発されていない．ベトナム政府は

3R の概念に基づいた廃棄物管理の問題に取り組んでおり，たとえば 2009 年には，家電からの適切な固

形廃棄物の分離と回収をめざし，”The national strategy for integrated management of solid waste up 
2025, with a Vision to 2050 (2149/QD-TTG)”を策定している．それからも 2 年に 1 回のペースでリサイ

クルに関わる方針を打ち立てている．しかし，実際には廃棄物の収集と処理にかけられている予算が少
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なく，フォーマルセクターによる処理能力が追いつかず，結局の所，インフォーマルセクターによるプ

リミティブなリサイクルか，埋立処理，あるいは違法輸出に依存しているのが現状である． 
 

 

図 4-22: エアコンに含まれる素材の金銭価値のみを抽出した結果 
 

このような問題を解決するためには，政府による適切な支援策が必要不可欠である．日本では，1 つ

の処理施設で年間約 50 万台を処理できる．これをベトナムに適用した場合，ベトナムでは 2040 年まで

に最大で 60 の処理施設を設置しなくてはならない．そこにかかるコストは 10.9 億ドル（約 1,000 億円）

と膨大になる．ただし，図 4-21 から，家電製品に含まれる素材の価値は約 2,000 億円相当であり，処理

施設さえ準備できれば，歩留まりやその他のコストを考えても十分に回収可能なコストである．ベトナ

ム政府の予算は少ないが，先進国の廃棄物・リサイクル系企業は，今後市場の拡大が見込まれるアジア

に市場を求めている．廃棄物処理は社会インフラの一種であるため，国や地方自治体の関与が重要とな

る．したがって，ベトナム政府は国際的に有名な大手企業と共同で大規模な実証プロジェクトを立ち上

げ，全体的なリサイクルシステムを開発・採用することで，投資による資金を得ることができる．特に，

ベトナム政府の予算が少ないことを考えると，地方政府は外国企業の技術や設備の支援を必要としてい

ると思われる． 
もう 1 つのケーススタディとして，ベトナムにおける自動二輪車の寿命予測と廃棄量の推定を行った．

自動二輪車は，寿命だけでなく組成に関する情報がほとんど存在しなかったため，前者については比較

的大規模のアンケート（日本，ベトナム），後者については実機を解体することでデータを得た．アン

ケートの結果，図 4-23 に示すように日本とベトナムのそれぞれにおける自動二輪車の総使用年数の平均

値（ベトナム 20.3 年，日本 9.2 年）と一人目所有車の平均使用年数（ベトナム 12.1 年，日本 4.8 年）を

見積もることができた． 

 

図 4-23: 日本とベトナムにおける自動二輪車の平均総使用年数と一人目所有車の平均使用年数 
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この結果を基に，ベトナムにおける自動二輪車由来の鉄スクラップおよびアルミニウム(ADC12)の排

出量を推定したところ，図 4-24 のような結果が得られた[13]．以下，この排出量に対する適切な管理戦

略を議論する．まず，ベトナムの既設の製錬所の設備容量を考慮すると，自動二輪車由来の素材リサイ

クルは十分に対応できる．一方，インフォーマルセクターが関与する「中間施設での解体プロセス」が

不十分であることが分かった．ベトナムにおける適切な自動二輪車中間処理システムのパッケージを導

入するため，本研究ではまず日本の自動二輪車の解体における中間処理施設（施設メイン席 1000 m2）

の 1 つにヒアリング調査を行った．その結果，1 人当たり年間 2000 台の解体処理が可能である事が分か

った．なお，そこでは 24 人の作業員がフルタイムで従事していた．この設備のベトナムにおける展開可

能性を調査した．まず，2030 年にベトナムで処理が必要な二輪車の数は 180 万台(=13 万トン)と推定さ

れているため，1 つの処理施設で 24 人の作業員が 1 年間に 48,000 台の二輪車を手作業で解体すること

を考えると，ベトナムでは 2030 年までに 38 の処理施設が必要となる．次に破砕機やバックホーの必要

数について検討した．最大処理能力 3t/h の破砕機を設置すると仮定すると，1 日 8 時間，年間 250 日の

稼働で年間 6000 トンの二輪車を破砕することができる．つまり，破砕処理には少なくとも 22 台の破砕

機が必要となる．前述のように 2030年までに 38の中間処理施設を建設する必要があることを考えると，

各中間処理施設に 1 台の破砕機を設置すれば十分であることがわかる． 
最後にコスト分析を行った．中間処理施設の建設に関連するコストは破砕機と人件費を考慮し，約 25

億円と推定された．図 4-24 より，2030 年において鉄は約 73,800 トン，アルミニウムは約 34,800 トン，

銅は約 2100 トンが回収できる可能性がある．これらを全て回収したとすると，ベトナムにおける二輪車

の適正な中間処理による収益は、2030 年には約 9,470 万ドル（約 95 億円）に達すると予想される．すな

わち，二輪車の適正処理による収益は，2030 年までに中間処理施設の設置や人件費に必要な 25 億円を

はるかに上回ることが分かった．また，これらの額は家電製品の規模と比べると十分に小さいため，家

電製品に関わる外資系企業の誘致スキームに組み込むことでさらに効果的に資金調達を実現できる可能

性がある． 

 
図 4-24: ベトナムにおける使用済み自動二輪車由来の金属発生量 

 
さらに UN Comtrade を分析することで，アジア地域において中古自動二輪車の大部分がカンボジア

とミャンマーに流出し，これらの国々が最終到着地となっていることが分かった．そこで本研究では，

ベトナムと国境を接するカンボジアにおいて，自動二輪車の最終的な排出量を調査した．UN comtrade
による輸入量，またヒアリングと文献調査に基づく国内生産量を推定し，さらに図 4-2-23 で調査した二

人目以降のユーザによる残存寿命の消化を考慮することで，最終的な排出台数とそこに含まれる素材量

を決定できた．本研究で確認した範囲で，カンボジアに存在する電炉の設備容量は年間 10 kt であるが，

図から分かるように 2026 年ごろに自動二輪車由来の鋼材のみでこの値を超過する．ただし，現在，カン

ボジアのプノンペンからベトナム南部の Bung Tau まで河川を利用して鋼材が輸出されていることは確

認している．したがってこのエリアについては自然発生的に鋼材処理の国際連携が確立されている． 
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図 4-25: カンボジアにおける使用済み自動二輪車の発生量およびそこに含まれる素材重量 
 

 
図 4-26: ベトナムにおける建築用鋼材(棒鋼)製造量の分布とカンボジアとの位置関係 

 
図 4-26 はベトナムにおける建築用鋼材(棒鋼)製造量の分布を示した図である．これが全て電炉で生産さ

れ，その原料の 6 割がスクラップとすると Vung Tau の設備容量は少なくとも 3300kt あり，その 1%を

カンボジアが利用可能だとしても 33kt が利用となり，すぐに破綻することはない．ただしプノンペンと

Vung Tau 間でも 300-400 km の輸送距離があり，また河川を利用した輸送であるため，輸送容量や降雨

や雨量不足による流量不安定が影響を及ぼす可能性がある．またカンボジア北部においても当然使用済

み自動二輪車は発生するため，それらの処理について大きな課題がある．北部近隣国としてはラオスが

500kt 程度の鋼材を製造しているため，カンボジア政府は国内電炉容量の確保だけでなく，周辺の輸送

容量の確保も対策すべきである 
 
・分散型リサイクル拠点の提案（リサイクルの問題解決） 

リサイクル技術自体の高度化も重要な要素である．リサイクル産業(静脈産業)は基本的に分散化して

おり，その物流費用が相対的に高くなる．日本における小型家電の場合，静脈物流費用が全体の 6 割を

占めるという報告もある(https://www.env.go.jp/council/former2013/03haiki/y0324-02/mat04.pdf)．そこ

で，本研究では本テーマの直接的な目的とはなっていないが，マイクロ波を用いた分散型リサイクルの

スキームを開発した．マイクロ波はいわゆる電子レンジにも用いられているような枯れた技術であるが，

これを金属の製錬やリサイクルに応用した例は存在しなかった．マイクロ波による加熱は，炉壁などを

加熱することなく，対象となる物体のみを選択的に加熱可能であるため，小型化しても効率が落ちにく

い．現在の動脈産業における製錬工場が大型化しているのは，大型化によって熱効率を向上させること

が原因であるが，マイクロ波加熱を用いることで小型のままでも効率が落ちにくくなる． 
また，マイクロ波による加熱で還元をすると，通常の電気炉による加熱より高速かつ低温で還元でき

る場合があることを発見した[14]．特にリチウムイオン電池に用いられている正極材（コバルト酸リチ

https://www.env.go.jp/council/former2013/03haiki/y0324-02/mat04.pdf
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ウム）をマイクロ波で処理すると数十秒ほどで金属コバルトが得られるほどの高速性を発現した（特許

申請済み）． 
ここでは，マイクロ波を用いた分散型リサイクル拠点形成によるエネルギー削減効果を見積もるため，

マイクロ波加熱を用いたアルカリマンガン乾電池からの亜鉛とマンガンのリサイクルをケーススタディ

として評価した．分散型リサイクルは全ての地域で有効ではない．例えば，都市部では人口密度が高い

ことから高密度で使用済み電池を処理できる．この場合，従来の集中型リサイクルが利用可能である．

一方，非都市部では希薄に電池が排出されるため，マイクロ波による分散型リサイクルが有利になる．

そこには人口と輸送距離を関数とした閾値があり，日本の市町村レベルの行政区画毎に分散型リサイク

ルの導入効果を示したものが図 4-27 である．日本全体としては約 5,000 GJ のエネルギー削減効果を達

成でき，これは現状の亜鉛回収に必要なエネルギーを 10％削減できることに相当する．アジア地域にお

ける持続可能な生産と消費をより確実なものとするためには，前述のような社会システムと新しいリサ

イクル技術の両方を有機的に接続することが大事である． 

 
図 4-27: アルカリマンガン乾電池のリサイクルにおける分散型リサイクルの導入効果 

 

５．研究目標の達成状況 

本テーマの目標は，資源循環のための最適なロジスティック構築のため、3Rの様々なライフサイク

ルオプションとその実現に向けた政策・規制緩和等を調査・検討すると共に、資源消費の定量的評価手

法を確立し、アジア地域における「責任ある国際資源循環」の姿を提示することであった． 

上述のような研究成果を通じ，国境を越えた産業共生，リサイクルシステムの構築，すなわち社会

システムの変革が重要であると共に，リサイクルに特化した製錬技術の開発が必要不可欠であることも

示した．本テーマの遂行により，炭素や直接重量だけで無く資源制約も満たしつつ，産業共生，外資，

新しい技術を導入することで最適化に向けたシナリオの一側面を構築できたと言える． 
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1)  松本 光崇：シンポジウム「広域マルチ・バリュー循環を目指して ― ものづくりアジア発循

環経済への挑戦」で講演、成果紹介。 
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[Abstract] 
 

Key Words:   Sustainable Consumption and Production in Asia, Intensification of 

Consumption-Production Relations, SCP Scenario, Sharing Service, Locally 

Oriented Product Design, Remanufacturing, Responsible Global Resource 

Circulation, Environmentally Conscious Behavior, Life Cycle Thinking 

 

 

To achieve SCP in Asia where rapid economic growth progressing, various stakeholders' 

practices are essential. In addition to the efficiency approach where energy and resource 

efficient products are promoted, we have to design new sufficiency policies by indicating an 

appropriate structure of CP patterns where collaborative relations between them enhance the 

social well-being. 

In this study, we investigated the roles of producers in manufacturing and resource 

circulation and those of consumers having life cycle thinking and environmentally conscious 

behavior. Then, possible measures to intensify the relations between consumption and 

production were proposed. 

We developed scenarios for integrating product design, production, and circulation toward 

2050. In the experts' workshops held in Japan and Malaysia, we discussed a future society 

vision and drew a possible scenario using the back casting method. At the same time, we 

developed a business-as-usual (BaU) scenario using the forecasting method. These scenarios 

were quantitatively evaluated and compared using our sustainable society scenario simulator. 

To implement these scenarios, a locally oriented product design method was developed 

employing 'Extended function structure map' and 'Mixed Prototyping method' to satisfy local 

needs. As a sustainable manufacturing system, a concept of RRRDR (Remanufacture, Refurbishment, 

Repair, Direct Reuse) was proposed. We investigate problems to promote remanufacturing in 

Asia and found the establishment of a used-products collection system is essential. In parallel 
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to product level circulation, resource circulation systems are needed. Since the 

characteristics of industrial structures vary by country and recycling facilities are 

distributed in the Asian region, policies to develop transboundary and inter-industrial 

circulation system was proposed. 

The consumption side has a vital role in product and resource circulation. Sharing is a 

possible measure to reduce resource consumption and enhance product circulation. However, no 

quantitative environmental evaluation method exists so far. We developed a typology of sharing 

services from product and service characteristics and evaluated the environmental impacts of 

different services to identify sharing preferred products and services.  We also investigate 

the role of product information to transform consumers' selection from possession to function 

use. Though the environmental label has been used for this purpose, appropriate information 

should be delivered at the effective timing through the consumer's decision process. Life 

cycle thinking(LCT) helps to transform consumer's behavior as well. Our board-type game is 

found to be a practical measure for learning LCT. 

In conclusion, we developed scenarios and tools for transforming consumption and 

production patterns to sustainable ones by intensifying CP relations. 
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